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佐賀県小売業の構造分析
－商業統計に基づく都市小売構造の比較分析－

岩 永 忠 康

１．はじめに

本論文は、九州流通白書（注１）で提示された産業組織論的なアプローチを

用いて佐賀県小売業および佐賀県下１０都市小売業の構造と動態についての

実証分析を行う。周知のように、産業組織論は、特定の産業を構成する諸

企業がそれを取り巻く環境条件のなかでどのように行動し、それがどのよ

うな社会的成果をもたらすかを解明する理論的フレームを提供している。

しかし流通産業とりわけ小売業は、直接に消費者を対象とするために、鉄

鋼業・自動車産業のようなナショナルなものとは違ってきわめてローカル

なものであり、市場の構造や行動、活動成果の把握に際して特別の配慮が

要請される。そこで、ここでのフレームとしては、構造→行動→成果とい

う通常の産業組織論のフレームに修正を加え、地域（都市）小売業環境→

地域（都市）小売業構造→地域（都市）小売活動成果という因果序列を考

えた（注２）。ここでの分析フレームは、以下のような相互連関（図１－１）

図１－１ 分析フレーム
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として示される。

第１節「佐賀県小売業の構造分析」は、佐賀県小売業の環境・構造・成

果を九州各県小売業のそれと比較しながら、佐賀県小売業の位置と特徴を

明らかにするものである。その上で、佐賀市を他の九州県庁所在都市（福

岡市、長崎市、熊本市、大分市、宮崎市、鹿児島市、那覇市）と比較しな

がら、都市小売業の類型化を行う。

第２節「佐賀県下１０都市小売業の構造分析」では、佐賀市、唐津市、鳥

栖市、多久市、伊万里市、武雄市、鹿島市、小城市、嬉野市、神埼市にお

表１－１ 佐賀県下１０都市の主要指標

都 市
行政人口

（単位：人）
人口密度
（人／�）

面積
（�）

産業別就業人口構成
（％）

２００４年 ２００７年 ０７／０４年 ２００７年 ２００７年 第１次産業 第２次産業 第３次産業

佐賀市

唐津市

鳥栖市

多久市

伊万里市

武雄市

鹿島市

小城市

嬉野市

神埼市

２３８，１１２

１３５，６４６

６２，４６１

２３，７２１

５９，４４６

５３，１８２

３３，３５２

４６，９９８

３０，６９５

３３，８１９

２３８，３８４

１３３，３７７

６４，９０５

２２，７６５

５８，６７０

５２，２３１

３２，３８４

４６，９１５

２９，９４４

３３，９７６

１．００１

０．９８３

１．０３９

０．９６０

０．９８７

０．９８２

０．９７１

０．９９８

０．９７６

１．００５

５５２．５６

２７３．６２

９０４．８５

２３４．８６

２３０．０９

２６７．２５

２８８．８８

４８９．４６

２３６．６９

２７１．７９

４３１．４２

４８７．４５

７１．７３

９６．９３

２５４．９９

１９５．４４

１１２．１０

９５．８５

１２６．５１

１２５．０１

８．０

１４．６

３．１

１２．０

１３．０

９．６

１７．７

１２．１

１２．９

１１．９

２１．８

２５．８

２９．２

３１．５

３３．１

３３．１

２９．３

２６．８

２８．４

３２．０

７０．１

５９．６

６７．７

５６．５

５３．９

５７．３

５３．０

６１．１

５８．７

５６．１

佐賀県計 ８７７，０４０ ８６８，５６２ ０．９９０ ３５６．０３ ２４３９．５８ １１．５ ２７．５ ６１．０

（注）１．市町村合併前後の各市の規模を合致させるため、２００４年の各市には市町村合併後の
市町村区分を用いている。

・２００４年の佐賀市には、諸富町、川副町、東与賀町、久保田町、大和町、富士町、三瀬
村を含む。

・２００４年の唐津市には、浜玉町、七山村、厳木町、相知町、北波多村、肥前町、鎮西町、
呼子町を含む。

・２００４年の武雄市には、山内町、北方町を含む。
・２００４年の小城市は、小城町、三日月町、牛津町、芦刈町で構成されている。
・２００４年の嬉野市は、塩田町、嬉野町で構成されている。
・２００４年の神埼市は、神埼町、千代田町、脊振村で構成されている。
２．産業別就業人口構成は『全国市町村要覧』（平成１６年版）を基礎としている。
３．２００４年の各項目の数値は、東脊振村と三瀬村のデータを除いて算出している。（デー
タに不備があるため）

（出所）『全国市町村要覧』（１６年度版、１９年度版）

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）
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ける小売業の概況、競争環境、集積・競争構造、活動成果、顧客吸引力な

どについての分析を行う。そのうえで、佐賀県下１０都市における都市小売

業の類型化を行う。

佐賀県小売業ないし佐賀県下１０都市小売業を分析するための基礎として、

行政人口、人口密度、面積、産業別就業人口構成比の基礎指標を（表１－

１）に示しておこう。

第１節 佐賀県小売業の構造分析

―九州各県・県庁所在都市との比較分析―

１．はじめに

第１節は、『商業統計表』にもとづいて、佐賀県小売業を他の九州各県

小売業と比較しながら分析する。なお、分析数値は２００７年の現在値と２００４

年から２００７年までの変動値（推移）で表示している。以下、佐賀県小売業

における概況、競争環境、集積・競争構造、販売効率、顧客吸引力につい

て考察していく。そのうえで、九州における県庁所在都市小売業の類型化

を行う。

２．佐賀県小売業の概況

九州各県小売業ならびに各県庁所在都市小売業の商店数・従業者数・年

間販売額・売場面積について、２００７年の現在値および２００４年と２００７年の対

比を示したものが（表１－２）であり、それぞれの指標について九州各県

に占める県庁所在都市のシェアを示したものが（表１－３）である。また、

各指標について、九州各県小売業の九州計に占めるシェアを（表１－４）

に、九州各県小売業の変化量と増減率を（表１－５）にそれぞれ示してい

る。

以下、各指標について考察していこう。

佐賀県小売業の構造分析 －商業統計に基づく都市小売構造の比較分析－
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� 商店数

２００７年現在で佐賀県小売業の商店数は９，７７１店であり、九州各県下では

最も少なく、九州計に占めるシェアも６．３２％に過ぎない。一方、２００４年か

ら２００７年への推移（以下、推移とする）は１０，３４２店から９，７７１店へと５．５％

の減少を示しており、九州計（７．７％減）より減少率が低く、九州各県の

中で最も低い減少率となっている。

� 従業者数

２００７年現在で佐賀県小売業の従業者数は５４，１６７人であり、九州各県下で

は最も少なく、九州計に占めるシェアも５．９６％に過ぎない。推移は、５５，０４４

人から５４，１６７人へと１．６％の減少を示しており、九州計（３．１％減）より減

少率が低く、沖縄県（０．２％減）に次いで２番目に低い減少率となってい

る。

� 年間販売額

２００７年現在で佐賀県小売業の年間販売額は８１８，０９４百万円であり、九州

各県下では最も少なく、九州計に占めるシェアも５．６９％に過ぎない。推移

は８３６，５９９百万円から８１８，０９４百万円へと２．２％の減少を示しており、九州

計（０．５％減）より減少率が高く、長崎県（５．４％減）、鹿児島県（２．６％減）

に次いで３番目に高い減少率となっている。

� 売場面積

２００７年現在で佐賀県小売業の売場面積は１，２１４，０３２�であり、九州各県

下では最も少なく、九州計に占めるシェアも６．４９％に過ぎない。推移は

１，１５３，４９５�から１，２１４，０３２�へと５．２％の増加を示しており、九州計（３．４％

増）より増加率が高く、大分県（１２．６％増）、沖縄県（５．６％増）に次いで

３番目に高い増加率となっている。

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）

４



表１－２ 九州各県・県庁所在都市における小売業の現状（２００７年度）

商店数

（単位：店、倍）

従業者数

（単位：人、倍）

年間販売額

（単位：百万円、倍）

売場面積

（単位：�、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

九 州 計 １６７，５６２ １５４，６０１ ０．９２３ ９３７，４９４ ９０８，５６９ ０．９６９ １４，４５０，６１９１４，３８５，４５６ ０．９９５ １８，０８５，００２１８，７０４，３９２ １．０３４

福 岡 県 ５２，６８５ ４８，６５８ ０．９２４ ３２６，５１６ ３１６，５８６ ０．９７０ ５，３２８，９２９ ５，３５６，１８５ １．００５ ６，１０１，９３６ ６，４１９，９１７ １．０５２

（福岡市） １３，９８７ １３，１５４ ０．９４０ １０１，６３９ ９８，８０９ ０．９７２ １，８２０，２１２ １，９０７，１８９ １．０４８ １，６８２，３０１ １，７３４，５８９ １．０３１

佐 賀 県 １０，３４１ ９，７７１ ０．９４５ ５５，０４４ ５４，１６７ ０．９８４ ８３６，５９９ ８１８，０９４ ０．９７８ １，１５３，４９５ １，２１４，０３２ １．０５２

（佐賀市） ２，１９６ ２，５１５ １．１４５ １３，６９８ １６，０１０ １．１６９ ２２２，２３０ ２５１，８６８ １．１３３ ２５９，０２４ ３６０，５７８ １．３９２

長 崎 県 １８，４４４ １６，７０６ ０．９０６ ９４，５３７ ８８，９７３ ０．９４１ １，４６５，８３４ １，３８７，３９１ ０．９４６ １，６７３，３７８ １，６１４，２０６ ０．９６５

（長崎市） ４，９４８ ４，７７７ ０．９６５ ２８，７５５ ２７，９５０ ０．９７２ ４４６，５６１ ４０４，９０１ ０．９０７ ４６０，７６８ ４６８，１３２ １．０１６

熊 本 県 ２０，５２８ １８，８０６ ０．９１６ １１９，８７９ １１３，６５７ ０．９４８ １，７８８，６５７ １，７５２，６９３ ０．９８０ ２，３３０，７５６ ２，３５４，７６６ １．０１０

（熊本市） ６，６９３ ５，９２１ ０．８８５ ４８，５２２ ４３，５５５ ０．８９８ ８２３，８３８ ７７３，７４０ ０．９３９ ８５０，３０５ ８４９，９１１ １．０００

大 分 県 １４，５１３ １３，２０８ ０．９１０ ７８，５２９ ７７，２４６ ０．９８４ １，２１５，２２９ １，２０９，４２１ ０．９９５ １，５９８，８８４ １，８００，５３４ １．１２６

（大分市） ４，０３７ ３，９１９ ０．９７１ ２９，７０９ ３０，６８７ １．０３３ ５２４，８２３ ５３２，６３２ １．０１５ ５８０，６５７ ７０３，５０８ １．２１２

宮 崎 県 １３，５４５ １２，７３４ ０．９４０ ７４，７６２ ７２，４１０ ０．９６９ １，１４９，４２５ １，１４７，３２１ ０．９９８ １，６００，００８ １，５２５，４５１ ０．９５３

（宮崎市） ３，５５０ ３，８１４ １．０７４ ２３，１４２ ２５，４９３ １．１０２ ３９４，５６０ ４３６，１１５ １．１０５ ４５３，０１３ ４９０，２８５ １．０８２

鹿 児 島 県 ２１，４８３ １９，７４８ ０．９１９ １０８，０３４ １０５，４７７ ０．９７６ １，６５０，１５６ １，６０６，５０８ ０．９７４ ２，１３２，１１７ ２，１９７，８５３ １．０３１

（鹿児島市） ５，９７３ ５，７６０ ０．９６４ ３７，６６９ ３７，７６５ １．００３ ６５９，９５２ ６２５，８００ ０．９４８ ６２０，５２０ ６５３，９２５ １．０５４

沖 縄 県 １６，０２３ １４，９７０ ０．９３４ ８０，１９３ ８０，０５３ ０．９９８ １，０１５，７９０ １，１０７，８４３ １．０９１ １，４９４，４２８ １，５７７，６３３ １．０５６

（那覇市） ４，３３２ ４，０５０ ０．９３５ ２２，１４２ ２１，８９４ ０．９８９ ２８８，０５６ ３０５，９７２ １．０６２ ３９４，５１７ ３５１，９３５ ０．８９２

（出所）『商業統計表―第３巻 産業編（市区町村表）』（平成１６年版）
商業統計確報（平成１９年版） 経済産業省ＨＰ
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表１－３ 九州における県庁所在都市の商店数・従業者数・年間販売額・売場面積の対県シェア

商店数（対県シェア）

（単位：％、倍）

従業者数（対県シェア）

（単位：％、倍）

年間販売額（対県シェア）

（単位：％、倍）

売場面積（対県シェア）

（単位：％、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

福 岡 市 ２６．５５ ２７．０３ １．０１８ ３１．１３ ３１．２１ １．００３ ３４．１６ ３５．６１ １．０４２ ２７．５７ ２７．０２ ０．９８０

佐 賀 市 ２１．２４ ２５．７４ １．２１２ ２４．８９ ２９．５６ １．１８８ ２６．５６ ３０．７９ １．１５９ ２２．４６ ２９．７０ １．３２３

長 崎 市 ２６．８３ ２８．５９ １．０６６ ３０．４２ ３１．４１ １．０３３ ３０．４６ ２９．１８ ０．９５８ ２７．５４ ２９．００ １．０５３

熊 本 市 ３２．６０ ３１．４８ ０．９６６ ４０．４８ ３８．３２ ０．９４７ ４６．０６ ４４．１５ ０．９５８ ３６．４８ ３６．０９ ０．９８９

大 分 市 ２７．８２ ２９．６７ １．０６７ ３７．８３ ３９．７３ １．０５０ ４３．１９ ４４．０４ １．０２０ ３６．３２ ３９．０７ １．０７６

宮 崎 市 ２６．２１ ２９．９５ １．１４３ ３０．９５ ３５．２１ １．１３７ ３４．３３ ３８．０１ １．１０７ ２８．３１ ３２．１４ １．１３５

鹿 児 島 市 ２７．８０ ２９．１７ １．０４９ ３４．８７ ３５．８０ １．０２７ ３９．９９ ３８．９５ ０．９７４ ２９．１０ ２９．７５ １．０２２

那 覇 市 ２７．０４ ２７．０５ １．００１ ２７．６１ ２７．３５ ０．９９１ ２８．３６ ２７．６２ ０．９７４ ２６．４０ ２２．３１ ０．８４５

（出所）表１－２と同じ。
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表１－４ 九州各県小売業の対九州シェア（２００７年）

商店数（単位：店、倍） 従業者数（単位：人、倍） 年間販売額（単位：百万円、倍） 売場面積（単位：�、倍）

２００７年 シェア ２００７年 シェア ２００７年 シェア ２００７年 シェア

� 福 岡 県 ４８，６５８ ３１．４７％ �福 岡 県 ３１６，５８６ ３４．８４％ �福 岡 県 ５，３５６，１８５ ３７．２３％ �福 岡 県 ６，４１９，９１７ ３４．３２％

�鹿児島県 １９，７４８ １２．７７％ �熊 本 県 １１３，６５７ １２．５１％ �熊 本 県 １，７５２，６９３ １２．１８％ �熊 本 県 ２，３５４，７６６ １２．５９％

� 熊 本 県 １８，８０６ １２．１６％ �鹿児島県 １０５，４７７ １１．６１％ �鹿児島県 １，６０６，５０８ １１．１７％ �鹿児島県 ２，１９７，８５３ １１．７５％

� 長 崎 県 １６，７０６ １０．８１％ �長 崎 県 ８８，９７３ ９．７９％ �長 崎 県 １，３８７，３９１ ９．６４％ �大 分 県 １，８００，５３４ ９．６３％

� 沖 縄 県 １４，９７０ ９．６８％ �沖 縄 県 ８０，０５３ ８．８１％ �大 分 県 １，２０９，４２１ ８．４１％ �長 崎 県 １，６１４，２０６ ８．６３％

� 大 分 県 １３，２０８ ８．５４％ �大 分 県 ７７，２４６ ８．５０％ �宮 崎 県 １，１４７，３２１ ７．９８％ �沖 縄 県 １，５７７，６３３ ８．４３％

� 宮 崎 県 １２，７３４ ８．２４％ �宮 崎 県 ７２，４１０ ７．９７％ �沖 縄 県 １，１０７，８４３ ７．７０％ �宮 崎 県 １，５２５，４５１ ８．１６％

	 佐 賀 県 ９，７７１ ６．３２％ 	佐 賀 県 ５４，１６７ ５．９６％ 	佐 賀 県 ８１８，０９４ ５．６９％ 	佐 賀 県 １，２１４，０３２ ６．４９％

九 州 計 １５４，６０１１００．００％ 九 州 計 ９０８，５６９１００．００％ 九 州 計 １４，３８５，４５６１００．００％ 九 州 計 １８，７０４，３９２１００．００％

（出所）商業統計確報（平成１９年版） 経済産業省ＨＰ
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表１－５ 九州各県小売業の各指標の増減率

商 店 数 （単位：店、％） 従 業 者 数 （単位：人、％）

２００４年 ２００７年 増減値 増減率 ２００４年 ２００７年 増減値 増減率

�佐 賀 県 １０，３４１ ９，７７１ －５７０ －５．５％ �沖 縄 県 ８０，１９３ ８０，０５３ －１４０ －０．２％

�宮 崎 県 １３，５４５ １２，７３４ －８１１ －６．０％ �佐 賀 県 ５５，０４４ ５４，１６７ －８７７ －１．６％

�沖 縄 県 １６，０２３ １４，９７０ －１，０５３ －６．６％ �大 分 県 ７８，５２９ ７７，２４６ －１，２８３ －１．６％

�福 岡 県 ５２，６８５ ４８，６５８ －４，０２７ －７．６％ �鹿児島県 １０８，０３４ １０５，４７７ －２，５５７ －２．４％

�鹿児島県 ２１，４８３ １９，７４８ －１，７３５ －８．１％ �福 岡 県 ３２６，５１６ ３１６，５８６ －９，９３０ －３．０％

�熊 本 県 ２０，５２８ １８，８０６ －１，７２２ －８．４％ �宮 崎 県 ７４，７６２ ７２，４１０ －２，３５２ －３．１％

�大 分 県 １４，５１３ １３，２０８ －１，３０５ －９．０％ �熊 本 県 １１９，８７９ １１３，６５７ －６，２２２ －５．２％

�長 崎 県 １８，４４４ １６，７０６ －１，７３８ －９．４％ �長 崎 県 ９４，５３７ ８８，９７３ －５，５６４ －５．９％

九 州 計 １６７，５６２ １５４，６０１ －１２，９６１ －７．７％ 九 州 計 ９３７，４９４ ９０８，５６９ －２８，９２５ －３．１％

年間販売額 （単位：百万円、％） 売 場 面 積 （単位：	、％）
２００４年 ２００７年 増減値 増減率 ２００４年 ２００７年 増減値 増減率

�沖 縄 県 １，０１５，７９０ １，１０７，８４３ ９２，０５３ ９．１％ �大 分 県 １，５９８，８８４ １，８００，５３４ ２０１，６５０ １２．６％

�福 岡 県 ５，３２８，９２９ ５，３５６，１８５ ２７，２５６ ０．５％ �沖 縄 県 １，４９４，４２８ １，５７７，６３３ ８３，２０５ ５．６％

�宮 崎 県 １，１４９，４２５ １，１４７，３２１ －２，１０４ －０．２％ �佐 賀 県 １，１５３，４９５ １，２１４，０３２ ６０，５３７ ５．２％

�大 分 県 １，２１５，２２９ １，２０９，４２１ －５，８０８ －０．５％ �福 岡 県 ６，１０１，９３６ ６，４１９，９１７ ３１７，９８１ ５．２％

�熊 本 県 １，７８８，６５７ １，７５２，６９３ －３５，９６４ －２．０％ �鹿児島県 ２，１３２，１１７ ２，１９７，８５３ ６５，７３６ ３．１％

�佐 賀 県 ８３６，５９９ ８１８，０９４ －１８，５０５ －２．２％ �熊 本 県 ２，３３０，７５６ ２，３５４，７６６ ２４，０１０ １．０％

�鹿児島県 １，６５０，１５６ １，６０６，５０８ －４３，６４８ －２．６％ �長 崎 県 １，６７３，３７８ １，６１４，２０６ －５９，１７２ －３．５％

�長 崎 県 １，４６５，８３４ １，３８７，３９１ －７８，４４３ －５．４％ �宮 崎 県 １，６００，００８ １，５２５，４５１ －７４，５５７ －４．７％

九 州 計 １４，４５０，６１９ １４，３８５，４５６ －６５，１６３ －０．５％ 九 州 計 １８，０８５，００２ １８，７０４，３９２ ６１９，３９０ ３．４％

（出所）表１－３と同じ。
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３．佐賀県小売業の競争環境

佐賀県小売業の競争環境を行政人口と商業人口の指標から考察する（表

１－６）（表１－７）。

� 行政人口

小売業が消費者需要に直接的に対応する商業の機能形態であるかぎり、

都市の定住人口の規模は地域小売業の存立や動向を左右する基礎的条件と

なる。したがって、行政人口は、地域小売業にとって基本的な環境要因で

あるといえる。

２００７年現在で佐賀県の行政人口は８６８，５６２人を示し、九州各県下では最

も少ない。推移でみると、８７７，０４０人から８６８，５６２人へと１．０％の減少を示

し、九州計（０．３％減）より減少率が高く、九州各県下では長崎県（１．９％

減）に次いで２番目に高い減少率となっている。

� 商業人口

商業人口は、行政人口とともに、地域小売業にとって最も基本的な環境

要因であり、当該地域の小売商圏の規模を最も端的に示す指標である。こ

の商業人口は、当該地域小売販売額を九州計行政人口１人当たり小売販売

額で除すことによって求められ、当該地域の小売商圏における消費人口の

集積水準を代替的に示す指標である。

２００７年現在で佐賀県の商業人口は８９１，０３７人であり、九州各県下では最

も少ない。推移でみると、８９８，１５２人から８９１，０３７人へと０．８％の減少を示

し、九州計（０．３％減）より減少率が高く、長崎県（１．７％減）、鹿児島県

（０．９％減）に次いで３番目に高い減少率となっている。

４．佐賀県小売業の集積・競争構造

地域における小売業の集積・競争構造は、地域における小売活動の水準

や態様を規定する基本的な要因となる。この地域小売業の集積・競争構造

を示す指標にはいろいろ考えられるが、ここでは店舗密度、平均店舗規模

（表１－８）（表１－９）、施設密度、人的サービス率（表１－１０）、（表１

佐賀県小売業の構造分析 －商業統計に基づく都市小売構造の比較分析－

９



表１－６ 九州各県・県庁所在都市の行政人口・商業人口

行政人口（単位：人、倍） 商業人口（単位：人、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

九 州 計 １４，７９８，４８０ １４，７５７，６９５ ０．９９７ １４，７９８，４８０ １４，７５７，６９５ ０．９９７

福 岡 県 ５，０１０，８５９ ５，０３０，３１１ １．００４ ５，１３１，４８２ ５，１６０，４７６ １．００６

（福岡市） １，３２６，８７５ １，３６３，８４１ １．０２８ １，３５８，８１６ １，３９９，１３２ １．０３０

佐 賀 県 ８７７，０４０ ８６８，５６２ ０．９９０ ８９８，１５２ ８９１，０３７ ０．９９２

（佐賀市） １６３，７６２ ２３８，３８４ １．４５６ １６７，７０４ ２４４，５５２ １．４５８

長 崎 県 １，５１１，０６４ １，４８２，１４６ ０．９８１ １，５４７，４３９ １，５２０，４９８ ０．９８３

（長崎市） ４１７，１４６ ４５２，０６４ １．０８４ ４２７，１８８ ４６３，７６２ １．０８６

熊 本 県 １，８６２，８９５ １，８５２，０７３ ０．９９４ １，９０７，７３９ １，８９９，９９７ ０．９９６

（熊本市） ６５６，９６９ ６６２，５６５ １．００９ ６７２，７８４ ６７９，７１０ １．０１０

大 分 県 １，２２７，１０７ １，２１８，０６６ ０．９９３ １，２５６，６４６ １，２４９，５８５ ０．９９４

（大分市） ４４０，８５５ ４６４，０１８ １．０５３ ４５１，４６７ ４７６，０２５ １．０５４

宮 崎 県 １，１７７，４５５ １，１６７，５０９ ０．９９２ １，２０５，７９９ １，１９７，７２０ ０．９９３

（宮崎市） ３０７，８１０ ３７０，６２０ １．２０４ ３１５，２２０ ３８０，２１０ １．２０６

鹿 児 島 県 １，７６９，９３２ １，７５１，５１０ ０．９９０ １，８１２，５３９ １，７９６，８３２ ０．９９１

（鹿児島市） ５４６，５９９ ６０１，１２２ １．１００ ５５９，７５７ ６１６，６７７ １．１０２

沖 縄 県 １，３６２，１２８ １，３８７，５１８ １．０１９ １，３９４，９１８ １，４２３，４２２ １．０２０

（那覇市） ３０８，２９４ ３１２，９３８ １．０１５ ３１５，７１５ ３２１，０３６ １．０１７

（注）１．商業人口＝市町村小売販売額／九州計人口１人当たり小売販売額
（出所）『商業統計表』（平成１６年）、「商業統計確報」（平成１９年）、『全国市町村要覧』（各年

版）より作成。

表１－７ ２００７年の九州各県の行政人口・商業人口の増減率

行政人口（単位：人、％） 商業人口（単位：人、％）

２００７年 増減率 ２００７年 増減率

�福 岡 県 ５，０３０，３１１ �沖 縄 県 １．９％ �福 岡 県 ５，１６０，４７６ �沖 縄 県 ２．０％

�熊 本 県 １，８５２，０７３ �福 岡 県 ０．４％ �熊 本 県 １，８９９，９９７ �福 岡 県 ０．６％

�鹿児島県 １，７５１，５１０ �熊 本 県 －０．６％ �鹿児島県 １，７９６，８３２ �熊 本 県 －０．４％

�長 崎 県 １，４８２，１４６ �大 分 県 －０．７％ �長 崎 県 １，５２０，４９８ �大 分 県 －０．６％

�沖 縄 県 １，３８７，５１８ �宮 崎 県 －０．８％ �沖 縄 県 １，４２３，４２２ �宮 崎 県 －０．７％

�大 分 県 １，２１８，０６６ �佐 賀 県 －１．０％ �大 分 県 １，２４９，５８５ �佐 賀 県 －０．８％

�宮 崎 県 １，１６７，５０９ �鹿児島県 －１．０％ �宮 崎 県 １，１９７，７２０ �鹿児島県 －０．９％
�佐 賀 県 ８６８，５６２ �長 崎 県 －１．９％ �佐 賀 県 ８９１，０３７ �長 崎 県 －１．７％

九 州 計 １４，７５７，６９５ 九 州 計 －０．３％ 九 州 計 １４，７５７，６９５ 九 州 計 －０．３％

（出所）表１－６と同じ。
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表１－８ 九州各県・県庁所在都市小売業の店舗密度・平均店舗規模

店舗密度（単位：店〈１，０００人当たり〉、倍 平均店舗規模（単位：�、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

九 州 計 １１．３２ １０．４８ ０．９２６ １０７．９３ １２０．９８ １．１２１

福 岡 県 １０．５１ ９．６７ ０．９２０ １１５．８２ １３１．９４ １．１３９

（ 福 岡 市 ） １０．５４ ９．６４ ０．９１５ １２０．２８ １３１．８７ １．０９６

佐 賀 県 １１．７９ １１．２５ ０．９５４ １１１．５５ １２４．２５ １．１１４

（ 佐 賀 市 ） １３．４１ １０．５５ ０．７８７ １１７．９５ １４３．３７ １．２１６

長 崎 県 １２．２１ １１．２７ ０．９２３ ９０．７３ ９６．６２ １．０６５

（ 長 崎 市 ） １１．８６ １０．５７ ０．８９１ ９３．１２ ９８．００ １．０５２

熊 本 県 １１．０２ １０．１５ ０．９２１ １１３．５４ １２５．２１ １．１０３

（ 熊 本 市 ） １０．１９ ８．９４ ０．８７７ １２７．０４ １４３．５４ １．１３０

大 分 県 １１．８３ １０．８４ ０．９１６ １１０．１７ １３６．３２ １．２３７

（ 大 分 市 ） ９．１６ ８．４５ ０．９２２ １４３．８３ １７９．５１ １．２４８

宮 崎 県 １１．５０ １０．９１ ０．９４９ １１８．１３ １１９．７９ １．０１４

（ 宮 崎 市 ） １１．５３ １０．２９ ０．８９２ １２７．６１ １２８．５５ １．００７

鹿 児 島 県 １２．１４ １１．２７ ０．９２８ ９９．２５ １１１．２９ １．１２１

（鹿児島市） １０．９３ ９．５８ ０．８７６ １０３．８９ １１３．５３ １．０９３

沖 縄 県 １１．７６ １０．７９ ０．９１８ ９３．２７ １０５．３９ １．１３０

（ 那 覇 市 ） １４．０５ １２．９４ ０．９２１ ９１．０７ ８６．９０ ０．９５４

（出所）表１－６と同じ。

表１－９ ２００７年の九州各県小売業の店舗密度・平均店舗規模の増減率

店舗密度（単位：店〈１，０００人当たり〉、％） 平均店舗規模（単位：�、％）

２００７年 増減率 ２００７年 増減率

�長 崎 県 １１．２７ �佐 賀 県 －４．６％ �大 分 県 １３６．３２ �大 分 県 ２３．７％

�鹿児島県 １１．２７ �宮 崎 県 －５．１％ �福 岡 県 １３１．９４ �福 岡 県 １３．９％

�佐 賀 県 １１．２５ �鹿児島県 －７．２％ �熊 本 県 １２５．２１ �沖 縄 県 １３．０％

�宮 崎 県 １０．９１ �長 崎 県 －７．７％ �佐 賀 県 １２４．２５ �鹿児島県 １２．１％

�大 分 県 １０．８４ �熊 本 県 －７．９％ �宮 崎 県 １１９．７９ �佐 賀 県 １１．４％

�沖 縄 県 １０．７９ �福 岡 県 －８．０％ �鹿児島県 １１１．２９ �熊 本 県 １０．３％

�熊 本 県 １０．１５ �沖 縄 県 －８．２％ �沖 縄 県 １０５．３９ �長 崎 県 ６．５％

	福 岡 県 ９．６７ 	大 分 県 －８．４％ 	長 崎 県 ９６．６２ 	宮 崎 県 １．４％

九 州 計 １０．４８ 九 州 計 －７．４％ 九 州 計 １２０．９８ 九 州 計 １２．１％

（出所）表１－６と同じ。
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－１１）の４つの指標について考察していこう。

� 店舗密度

店舗密度は行政人口（ここでは１，０００人）に対する店舗数の比率（式で

示すと、店舗密度＝店舗数÷行政人口）をいう。この指標は、当該地域小

売業集積への新規参入の難易度、また集積内部における小売業相互間の競

合の程度を示すものであり、店舗数と行政人口の関係に留意して、小売業

の集積構造の分析によく利用されている。

２００７年現在で佐賀県小売業の店舗密度は１１．２５店であり、九州計（１０．４８

店）より高く、長崎県と鹿児島県の１１．２７店に次いで３番目に高い数値と

なっている。推移では１１．７９店から１１．２５店へと４．６％の減少を示し、九州

計（７．４％減）より減少率は低く、九州各県の中で最も低い減少率となっ

ている。

� 平均店舗規模

平均店舗規模は、地域小売業において現実に展開されている競争単位と

して、個々の小売業による集中の程度ならびに規模構造を示すものである。

これには１店当たり売場面積、１店当たり従業員数、１店当たり販売額な

どが考えられるが、ここでは店舗に対する売場面積の比率（平均店舗規模

＝売場面積÷店舗数）を用いることにする。この指標は、地域小売業の集

積・競争構造を売場面積の視点から捉えた物的な規模構造を示すものであ

り、また、新規参入や増床の可能性ないし中小小売店の事業機会の程度な

どの小売業相互間の競合の程度を示すものである。

２００７年現在で佐賀県小売業の平均店舗規模は１２４．２５�であり、九州計

（１２０．９８�）より大きく、大分県（１３６．３２�）、福岡県（１３１．９４�）、熊本

県（１２５．２１�）に次いで４番目に高い数値となっている。推移では、１１１．５５

�から１２４．２５�へと１１．４％の増加を示し、九州計（１２．１％増）より僅かに

低い増加率となっている。

� 施設密度

施設密度は、行政人口（ここでは１００人）に対する売場面積の比率（施
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表１－１０ 九州各県・県庁所在都市小売業の施設密度・人的サービス率

施設密度

（単位：�〈１００人当たり〉、倍）
人的サービス率

（単位：人〈１００�当たり〉、倍）
２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

九 州 計 １２２．１８ １２６．７９ １．０３８ ５．１８ ４．８６ ０．９３８

福 岡 県 １２１．７３ １２７．５９ １．０４８ ５．３５ ４．９３ ０．９２１

（ 福 岡 市 ） １２６．７８ １２７．１２ １．００３ ６．０４ ５．７０ ０．９４４

佐 賀 県 １３１．５２ １３９．７８ １．０６３ ４．７７ ４．４６ ０．９３５

（ 佐 賀 市 ） １５８．１７ １５１．２６ ０．９５６ ５．２９ ４．４４ ０．８３９

長 崎 県 １１０．７８ １０８．８９ ０．９８３ ５．６５ ５．５１ ０．９７５

（ 長 崎 市 ） １１０．４４ １０３．５９ ０．９３８ ６．２４ ５．９７ ０．９５７

熊 本 県 １２５．１２ １２７．０９ １．０１６ ５．１４ ４．８３ ０．９４０

（ 熊 本 市 ） １２９．４５ １２８．３２ ０．９９１ ５．７１ ５．１２ ０．８９７

大 分 県 １３０．３３ １４７．７７ １．１３４ ４．９１ ４．２９ ０．８７４

（ 大 分 市 ） １３１．７５ １５１．６９ １．１５１ ５．１２ ４．３６ ０．８５２

宮 崎 県 １３５．８５ １３０．６９ ０．９６２ ４．６７ ４．７５ １．０１７

（ 宮 崎 市 ） １４７．１３ １３２．２８ ０．８９９ ５．１１ ５．２０ １．０１８

鹿 児 島 県 １２０．４９ １２５．４２ １．０４１ ５．０７ ４．８０ ０．９４７

（鹿児島市） １１３．５５ １０８．７６ ０．９５８ ６．０７ ５．７８ ０．９５２

沖 縄 県 １０９．６９ １１３．７２ １．０３７ ５．３７ ５．０７ ０．９４４

（ 那 覇 市 ） １２７．９５ １１２．４５ ０．８７９ ５．６１ ６．２２ １．１０９

（出所）表１－６と同じ。

表１－１１ ２００７年の九州各県小売業の施設密度・人的サービス率の増減率

２００７年の施設密度

（単位：�〈１００人当たり〉、％）
２００７年の人的サービス率

（単位：人〈１００�当たり〉、％）
施設密度 増減率 人的サービス率 増減率

�大 分 県 １４７．７７ �大 分 県 １３．４％ �長 崎 県 ５．５１ �宮 崎 県 １．７％

�佐 賀 県 １３９．７８ �佐 賀 県 ６．３％ �沖 縄 県 ５．０７ �長 崎 県 －２．５％

�宮 崎 県 １３０．６９ �福 岡 県 ４．８％ �福 岡 県 ４．９３ �鹿児島県 －５．３％

�福 岡 県 １２７．５９ �鹿児島県 ４．１％ �熊 本 県 ４．８３ �沖 縄 県 －５．６％

�熊 本 県 １２７．０９ �沖 縄 県 ３．７％ �鹿児島県 ４．８０ �熊 本 県 －６．０％

�鹿児島県 １２５．４２ �熊 本 県 １．６％ �宮 崎 県 ４．７５ �佐 賀 県 －６．５％

�沖 縄 県 １１３．７２ �長 崎 県 －１．７％ �佐 賀 県 ４．４６ �福 岡 県 －７．９％

	長 崎 県 １０８．８９ 	宮 崎 県 －３．８％ 	大 分 県 ４．２９ 	大 分 県 －１２．６％

九 州 計 １２６．７９ 九 州 計 ３．８％ 九 州 計 ４．８６ 九 州 計 －６．２％

（出所）表１－６と同じ。
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設密度＝売場面積÷行政人口）をいう。また施設密度は、前述の店舗密度

と平均店舗規模の合成変数（施設変数＝店舗密度×平均店舗規模）でもあ

る。この指標は、地域小売業の集積程度を売場面積の視点から示すもので

あり、店舗密度と同様に、地域小売業の事業機会の程度、新規参入の可能

性を示している。施設密度は、売り場面積密度とも呼ばれている。

２００７年現在で佐賀県小売業の施設密度は１３９．７８�であり、九州計（１２６．７９

�）より高く、大分県（１４７．７７�）に次いで２番目に高い数値となってい

る。これは、佐賀県小売業の競合関係が厳しい状況にあり、事業機会（新

規参入、増床の可能性）は相対的に少ないが、消費者には高いサービスや

満足を提供していることを示している。推移では、１３１．５２�から１３９．７８�

へと６．３％の増加を示し、九州計（３．８％増）より高く、大分県（１３．４％増）

に次いで２番目に高い増加率となっている。このことから、佐賀県小売業

の競争状況は年々厳しさを増してきているといえる。

施設密度、店舗密度、平均店舗規模の３指標の関係式（変動値）は、下

記の通りである。

施設密度 ＝ 店舗密度 × 平均店舗規模

佐賀県 １．０６３ ＝ ０．９５４ × １．１１４

九州計 １．０３８ ＝ ０．９２６ × １．１２１

したがって、佐賀県小売業の施設密度の増加は、店舗密度の減少率の低

さと、平均店舗規模の増加によるものであり、佐賀県小売業の競合関係の

厳しさを増加させたのは、平均店舗規模の増加によるものであることがわ

かる。

� 人的サービス率

人的サービス率は、売場面積（ここでは１００�）に対する従業員数の比

率（人的サービス率＝従業員数÷売場面積）をいう。この指標は、地域小

売業の集積・競争構造を人的規模の視点から示すものである。
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２００７年現在で佐賀県小売業の人的サービス率は４．４６人であり、九州計

（４．８６人）より低く、大分県（４．２９人）に次いで２番目に低い数値となっ

ている。推移でみると、４．７７人から４．４６人へと６．５％の減少を示し、九州

計（６．２％減）より減少率が高く、大分県（１２．６％減）、福岡県（７．９％減）

に次いで３番目に高い減少率となっている。

５．佐賀県小売業の販売効率

地域小売業の活動成果を示す指標としての販売効率（売場効率・人的効

率）は、便宜性指標によって示される産出成果が、そのために投入される

諸資源（物的・人的資源）の効率的で有効な利用によってもたらされてい

るかどうかを考慮する、いわば企業サイドから捉えたものといえる（注３）（表

１－１２）（表１－１３）。

� 売場効率

売場効率すなわち売場面積１�当たりの販売額は、売場面積に対する小

売販売額の比率（売場効率＝小売販売額÷売場面積）で表される。この指

数は、物的効率とも呼ばれ、小売業集積の物的施設の効率性を示す指標と

なっている。２００７年現在で佐賀県小売業の売場効率は６７．３９万円であり、

九州計（７６．９１万円）より低く、大分県（６７．１７万円）に次いで２番目に低

い数値となっている。推移では７．１％の減少を示し、九州計（３．７％減）よ

り減少率が高く、大分県（１１．６％減）に次いで２番目に高い減少率となっ

ている。

� 人的効率

人的効率すなわち従業者１人当たりの販売額は、従業者数に対する小売

販売額の比率で表される（人的効率＝小売販売額÷従業者数）。この指数

は、小売業の労働生産性を示す指標であり、売場効率とともに販売効率の

一翼をなしている。２００７年現在で佐賀県小売業の人的効率は１，５１０万円で

あり、九州計（１，５８３万円）より低く、沖縄県（１，３８４万円）に次いで２番

目に低い数値となっている。推移では、０．７％の減少を示し、九州計（２．７％
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表１－１２ 九州各県・県庁所在都市小売業の売場効率・人的効率

売場効率（単位：万円、倍） 人的効率（単位：万円、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

九 州 計 ７９．９０ ７６．９１ ０．９６３ １，５４１ １，５８３ １．０２７

福 岡 県 ８７．３３ ８３．４３ ０．９５５ １，６３２ １，６９２ １．０３７

（ 福 岡 市 ） １０８．２０ １０９．９５ １．０１６ １，７９１ １，９３０ １．０７８

佐 賀 県 ７２．５３ ６７．３９ ０．９２９ １，５２０ １，５１０ ０．９９３

（ 佐 賀 市 ） ８５．８０ ６９．８５ ０．８１４ １，６２２ １，５７３ ０．９７０

長 崎 県 ８７．６０ ８５．９５ ０．９８１ １，５５１ １，５５９ １．００５

（ 長 崎 市 ） ９６．９２ ８６．４９ ０．８９２ １，５５３ １，４４９ ０．９３３

熊 本 県 ７６．７４ ７４．４３ ０．９７０ １，４９２ １，５４２ １．０３４

（ 熊 本 市 ） ９６．８９ ９１．０４ ０．９４０ １，６９８ １，７７６ １．０４６

大 分 県 ７６．００ ６７．１７ ０．８８４ １，５４７ １，５６６ １．０１２

（ 大 分 市 ） ９０．３８ ７５．７１ ０．８３８ １，７６７ １，７３６ ０．９８２

宮 崎 県 ７１．８４ ７５．２１ １．０４７ １，５３７ １，５８４ １．０３１

（ 宮 崎 市 ） ８７．１０ ８８．９５ １．０２１ １，７０５ １，７１１ １．００４

鹿 児 島 県 ７７．４０ ７３．０９ ０．９４４ １，５２７ １，５２３ ０．９９７

（鹿児島市） １０６．３５ ９５．７０ ０．９００ １，７５２ １，６５７ ０．９４６

沖 縄 県 ６７．９７ ７０．２２ １．０３３ １，２６７ １，３８４ １．０９２

（ 那 覇 市 ） ７３．０１ ８６．９４ １．１９１ １，３０１ １，３９８ １．０７５

（出所）表１－６と同じ。

表１－１３ ２００７年の九州各県小売業の売場効率・人的効率と増減率

売場効率（単位：万円、倍） 人的効率（単位：万円、倍）

２００７年 増減率 ２００７年 増減率

�長 崎 県 ８５．９５ �宮 崎 県 ４．７％ �福 岡 県 １，６９２ �沖 縄 県 ９．２％

�福 岡 県 ８３．４３ �沖 縄 県 ３．３％ �宮 崎 県 １，５８４ �福 岡 県 ３．７％

�宮 崎 県 ７５．２１ �長 崎 県 －１．９％ �大 分 県 １，５６６ �熊 本 県 ３．４％

�熊 本 県 ７４．４３ �熊 本 県 －３．０％ �長 崎 県 １，５５９ �宮 崎 県 ３．１％

�鹿児島県 ７３．０９ �福 岡 県 －４．５％ �熊 本 県 １，５４２ �大 分 県 １．２％

�沖 縄 県 ７０．２２ �鹿児島県 －５．６％ �鹿児島県 １，５２３ �長 崎 県 ０．５％

�佐 賀 県 ６７．３９ �佐 賀 県 －７．１％ �佐 賀 県 １，５１０ �鹿児島県 －０．３％

�大 分 県 ６７．１７ �大 分 県 －１１．６％ �沖 縄 県 １，３８４ �佐 賀 県 －０．７％

九 州 計 ７６．９１ 九 州 計 －３．７％ 九 州 計 １，５８３ 九 州 計 ２．７％

（出所）表１－６と同じ。
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増）より低く、九州各県の中で最も低い数値となっている。

６．佐賀県小売業の顧客吸引力

地域小売業の活動成果を示す指標としての顧客吸引力指数、すなわち顧

客吸引度や人口１人当たり小売販売額は、便宜性指標と呼ばれるものであ

り、当該地域住民の小売業に対する満足度を間接的に表示する、いわば消

費者サイドから捉えたものといえる（注４）（表１－１４）（表１－１５）。

� 顧客吸引度指数

顧客吸引度指数は、行政人口に対する商業人口（商圏人口）の比率（吸

引度指数＝商業人口÷行政人口）で表される。さらに（吸引度指数＝都市

人口１人当たり小売販売額÷九州計人口１人当たり小売販売額）ないし（吸

引度指数＝販売集中度÷人口集中度）によっても求められる。この指数は、

地域小売業の集積がどの程度に該当地域外から購買力ないし顧客を吸引し

ているかを示す指標であり、小売中心地性指数とも顧客流出入比率指数と

も呼ばれている。この指数は、便宜性指数と同じであり、地域小売業の集

積のもつ便宜性に対する当該地域の住民に便宜と満足を与えていることを

間接的に表しているため、この値が１を超えている場合、その地域小売業

は地域外から購買力ないし顧客を吸引しており、逆に１を下回れば、地域

外へ購買力ないし顧客を流出していることになる。

２００７年現在で佐賀県小売業の顧客吸引度指数は、九州を１．０００とした場

合、０．９６６を示しており、熊本県（０．９７１）、長崎県（０．９６０）、鹿児島県（０．９４１）、

沖縄県（０．８１９）と合わせて５県が１を下回っている。つまりこれら５県

では、県域外へ購買力ないし顧客を流出していることになる。逆に１を上

回った福岡県（１．０９２）、大分県（１．０１９）、宮崎県（１．００８）の３県は、県

域外から購買力ないし顧客を吸引していることになる。推移でみると、佐

賀県小売業の顧客吸引度指数は、０．９７７から０．９６６へと１．１％の減少を示し

ている。なお、顧客吸引度指数が増加している県は沖縄県（７．２％）、宮崎

県（０．８％）、大分県（０．５％）、福岡県（０．３％）の４県である。
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� 人口１人当たり販売額

人口１人当たり販売額は、行政人口に対する販売額の比率（人口１人当

たり小売販売額＝小売販売額÷行政人口）で表される。この指標は前述の

顧客吸引度指数を別の角度から捉えたものである。この指標は、地域居住

者の購買力水準を示す指標であるが、同時にまた、地域小売業の他地区か

ら購買力吸引の程度を近似的に示す指標としても用いられる。

２００７年現在で佐賀県小売業の人口１人当たり販売額は９４．１９万円であり、

九州計（９７．４８万円）より低い。推移では、佐賀県小売業の人口１人当た

り販売額は９５．３９万円から９４．１９万円へと１．３％の減少を示しており、九州

計（０．２％減）より高い減少率となっている。

表１－１４ 九州各県・県庁所在都市小売業の行政人口１人当たり販売額・吸引
度指数

行政人口１人当たり販売額

（単位：万円、倍）
吸引度指数（九州計＝１，０００）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４（倍）

九 州 計 ９７．６５ ９７．４８ ０．９９８ １．０００ １．０００ １．０００

福 岡 県 １０６．３５ １０６．４８ １．００１ １．０８９ １．０９２ １．００３

（ 福 岡 市 ） １３７．１８ １３９．８４ １．０１９ １．４０５ １．４３５ １．０２１

佐 賀 県 ９５．３９ ９４．１９ ０．９８７ ０．９７７ ０．９６６ ０．９８９

（ 佐 賀 市 ） １３５．７０ １０５．６６ ０．７７９ １．３９０ １．０８４ ０．７８０

長 崎 県 ９７．０１ ９３．６１ ０．９６５ ０．９９３ ０．９６０ ０．９６７

（ 長 崎 市 ） １０７．０５ ８９．５７ ０．８３７ １．０９６ ０．９１９ ０．８３９

熊 本 県 ９６．０１ ９４．６３ ０．９８６ ０．９８３ ０．９７１ ０．９８８

（ 熊 本 市 ） １２５．４０ １１６．７８ ０．９３１ １．２８４ １．１９８ ０．９３３

大 分 県 ９９．０３ ９９．２９ １．００３ １．０１４ １．０１９ １．００５

（ 大 分 市 ） １１９．０５ １１４．７９ ０．９６４ １．２１９ １．１７８ ０．９６６

宮 崎 県 ９７．６２ ９８．２７ １．００７ １．０００ １．００８ １．００８

（ 宮 崎 市 ） １２８．１８ １１７．６７ ０．９１８ １．３１３ １．２０７ ０．９１９

鹿 児 島 県 ９３．２３ ９１．７２ ０．９８４ ０．９５５ ０．９４１ ０．９８５

（鹿児島市） １２０．７４ １０４．１１ ０．８６２ １．２３６ １．０６８ ０．８６４

沖 縄 県 ７４．５７ ７９．８４ １．０７１ ０．７６４ ０．８１９ １．０７２

（ 那 覇 市 ） ９３．４４ ９７．７７ １．０４６ ０．９５７ １．００３ １．０４８

（注）吸引度指数＝当該県・市行政人口１人当たり販売額／九州計行政人口１人当たり販売額
（出所）表１－６と同じ。
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７．九州の県庁所在都市小売業の都市類型化（注４）

ここでは九州における県庁所在都市小売業の都市類型化を行う。この都

市類型化で用いる指標は吸引度指数、売場効率、人的効率である。なお、

吸引度指数は、九州計＝１．０００を基準として算出している（表１－１６）。

表１－１６ 九州の県庁所在都市小売業の吸引度指数・販売効率

吸引度指数
（単位：倍）

売場効率
（単位：万円、倍）

人的効率
（単位：万円、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

福 岡 市 １．４０５ １．４３５ １．０２１ １０８．２０ １０９．９５ １．０１６ １，７９１ １，９３０ １．０７８

佐 賀 市 １．３９０ １．０８４ ０．７８０ ８５．８０ ６９．８５ ０．８１４ １，６２２ １，５７３ ０．９７０

長 崎 市 １．０９６ ０．９１９ ０．８３９ ９６．９２ ８６．４９ ０．８９２ １，５５３ １，４４９ ０．９３３

熊 本 市 １．２８４ １．１９８ ０．９３３ ９６．８９ ９１．０４ ０．９４０ １，６９８ １，７７６ １．０４６

大 分 市 １．２１９ １．１７８ ０．９６６ ９０．３８ ７５．７１ ０．８３８ １，７６７ １，７３６ ０．９８２

宮 崎 市 １．３１３ １．２０７ ０．９１９ ８７．１０ ８８．９５ １．０２１ １，７０５ １，７１１ １．００４

鹿児島市 １．２３６ １．０６８ ０．８６４ １０６．３５ ９５．７０ ０．９００ １，７５２ １，６５７ ０．９４６

那 覇 市 ０．９５７ １．００３ １．０４８ ７３．０１ ８６．９４ １．１９１ １，３０１ １，３９８ １．０７５

８都市平均 １．２３８ １．１３７ ０．９２１ ９３．０８ ８８．０８ ０．９５２ １，６４９ １，６５４ １．００４

（注）１．行政人口＝「住民基本台帳」（各年３月末）
２．商業人口＝都市小売販売額÷県人口１人当たり小売販売額
３．吸引度指数＝商業人口÷行政人口

（出所）表１－６と同じ。

表１－１５ ２００７年の九州各県小売業の行政人口１人当たり販売額・吸引度指数
の増減率

行政人口１人当たり販売額

（単位：万円、％）
吸引度指数（九州計＝１，０００）

２００７年 増減率 ２００７年 増減率（％）

�福 岡 県 １０６．４８ �沖 縄 県 ７．１％ �福 岡 県 １．０９２ �沖 縄 県 ７．２％

�大 分 県 ９９．２９ �宮 崎 県 ０．７％ �大 分 県 １．０１９ �宮 崎 県 ０．８％

�宮 崎 県 ９８．２７ �大 分 県 ０．３％ �宮 崎 県 １．００８ �大 分 県 ０．５％

�熊 本 県 ９４．６３ �福 岡 県 ０．１％ �熊 本 県 ０．９７１ �福 岡 県 ０．３％

�佐 賀 県 ９４．１９ �佐 賀 県 －１．３％ �佐 賀 県 ０．９６６ �佐 賀 県 －１．１％

�長 崎 県 ９３．６１ �熊 本 県 －１．４％ �長 崎 県 ０．９６０ �熊 本 県 －１．２％

�鹿児島県 ９１．７２ �鹿児島県 －１．６％ �鹿児島県 ０．９４１ �鹿児島県 －１．５％

�沖 縄 県 ７９．８４ �長 崎 県 －３．５％ �沖 縄 県 ０．８１９ �長 崎 県 －３．３％

九 州 計 ９７．４８ 九 州 計 －０．２％ 九 州 計 １．０００ 九 州 計 －

（注）吸引度指数＝当該県・市行政人口１人当たり販売額／九州計行政人口１人当たり販売額
（出所）表１－６と同じ。

佐賀県小売業の構造分析 －商業統計に基づく都市小売構造の比較分析－
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表１－１７ 吸引度指数と売場効率の現在値にもとづく都市類型化（２００７年）

吸引度指数 売場効率 都市タイプ

８都市平均
（１．１３７）以上
福岡市＝１．４３５
宮崎市＝１．２０７
熊本市＝１．１９８
大分市＝１．１７８

８都市平均
（８８．０８）以上
福岡市＝１０９．９５
熊本市＝９１．０４
宮崎市＝８８．９５

�．効率型広域都市
福 岡 市
熊 本 市
宮 崎 市

８都市平均
（８８．０８）以下
大分市＝７５．７１

�．非効率型広域都市
大 分 市

８都市平均
（１．１３７）以下
佐賀市＝１．０８４
鹿児島市＝１．０６８
那覇市＝１．００３
長崎市＝０．９１９

８都市平均
（８８．０８）以上
鹿児島市＝９５．７０

�．効率型狭域都市
鹿 児 島 市

８都市平均
（８８．０８）以下
那覇市＝８６．９４
長崎市＝８６．４９
佐賀市＝６９．８５

�．非効率型狭域都市
那 覇 市
長 崎 市
佐 賀 市

（注）現在値は九州各県の県庁所在都市の単純平均値。
（出所）阿部真也「分析視角」九州流通白書編集委員会編『都市小売業の環境・構造・活動

成果』九州流通政策研究会、１９８２年、６ページをもとに作成。

� 吸引度指数と売場効率の現在値にもとづく都市類型化（表１－１７）

小売商業の活動成果指標つまり吸引度指数と売場効率指標によって対象

８都市を次の４タイプに区分する（以下、都市類型化の説明を略する）。

（２００７年の現状分析）
吸引度指数 売場効率指標 都市タイプ

８都市平均（１．１３７）以上の都市 ��（８８．０８万円／�）以上 �� �．効率型広域都市
��（８８．０８万円／�）以下 �� �．非効率型広域都市

８都市平均（１．１３７）以下の都市 ��（８８．０８万円／�）以上 �� �．効率型狭域都市
��（８８．０８万円／�）以下 �� �．非効率型狭域都市

２００７年現在値では、佐賀市の吸引度指数は１．０８４を示しており、８都市

平均（１．１３７）を下回るため、佐賀市は狭域都市タイプとなる。さらに佐

賀市の売場効率（６９．８５万円）は、県庁所在８都市平均（８８．０８万円）を下

回るため、佐賀市は非効率型都市となる。したがって、吸引度指数と売場

効率の２００７年現在値でみる佐賀市小売業の都市タイプは、長崎市、那覇市

とともに「非効率型狭域都市」に分類される。

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）
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表１－１８ 吸引度指数と売場効率の変動値にもとづく都市類型化（２００４年～２００７年）

吸引度指数 売場効率 都市タイプ

上 昇
（８都市平均＝０．９２１）

那覇市＝１．０４８
福岡市＝１．０２１

上 昇
（８都市平均＝０．９５２）

那覇市＝１．１９１
福岡市＝１．０１６

�．効率型成長都市
那 覇 市
福 岡 市

低下 �．非効率型成長都市

低 下
（８都市平均＝０．９２１）

大分市＝０．９６６
熊本市＝０．９３３
宮崎市＝０．９１９
鹿児島市＝０．８６４
長崎市＝０．８３９
佐賀市＝０．７８０

上 昇
（８都市平均＝０．９５２）

宮崎市＝１．０２１

�．効率型停滞都市
宮 崎 市

低 下
（８都市平均＝０．９５２）

熊本市＝０．９４０
鹿児島市＝０．９００
長崎市＝０．８９２
大分市＝０．８３８
佐賀市＝０．８１４

�．非効率型停滞都市
熊 本 市
鹿 児 島 市
長 崎 市
大 分 市
佐 賀 市

（出所）表１－１７と同じ。

� 吸引度指数と売場効率の変動値にもとづく都市類型化（表１－１８）

（２００４年と２００７年の比較変動分析）
吸引度指数 売場効率指標 都市タイプ

指標が増加したもの �� 指標が増加したもの �� �．効率型成長都市
�� 指標が減少したもの �� �．非効率型成長都市

指標が減少したもの �� 指標が増加したもの �� �．効率型停滞都市
�� 指標が減少したもの �� �．非効率型停滞都市

２００４年から２００７年までの変動値では、佐賀市は吸引度指数、売場効率と

もに低下を示している。したがって、佐賀市小売業の都市タイプは「非効

率型停滞都市」に分類される。

� 吸引度指数と人的効率の現在値にもとづく都市類型化（表１－１９）

（２００７年の現状分析）
吸引度指数 人的効率指標 都市タイプ

８都市平均（１．１３７）以上の都市 ��（１，６５４万円／人）以上 �� �．効率型広域都市
��（１，６５４万円／人）以下 �� �．非効率型広域都市

８都市平均（１．１３７）以下の都市 ��（１，６５４万円／人）以上 �� �．効率型狭域都市
��（１，６５４万円／人）以下 �� �．非効率型狭域都市

２００７年現在値では、佐賀市は吸引度指数（１．０８４）、人的効率（１，５７３万

円）ともに県庁所在８都市平均（１．１３７、１，６５４万円）以下であり、「非効

率型狭域都市」に分類される。

佐賀県小売業の構造分析 －商業統計に基づく都市小売構造の比較分析－
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表１－１９ 吸引度指数と人的効率の現在値にもとづく都市類型化（２００７年）

吸引度指数 人的効率 都市タイプ

８都市平均
（１．１３７）以上
福岡市＝１．４３５
宮崎市＝１．２０７
熊本市＝１．１９８
大分市＝１．１７８

８都市平均
（１，６５４万円）以上
福岡市＝１，９３０万円
熊本市＝１，７７６万円
大分市＝１，７３６万円
宮崎市＝１，７１１万円

�．効率型広域都市

福 岡 市
熊 本 市
大 分 市
宮 崎 市

８都市平均
（１，６５４万円）以下 �．非効率型広域都市

８都市平均
（１．１３７）以下
佐賀市＝１．０８４
鹿児島市＝１．０６８
那覇市＝１．００３
長崎市＝０．９１９

８都市平均
（１，６５４万円）以上
鹿児島市＝１，６５７万円

�．効率型狭域都市

鹿 児 島 市

８都市平均
（１，６５４万円）以下
佐賀市＝１，５７３万円
長崎市＝１，４４９万円
那覇市＝１，３９８万円

�．非効率型狭域都市

佐 賀 市
長 崎 市
那 覇 市

（出所）表１－１７と同じ。

� 吸引度指数と人的効率の変動値にもとづく都市類型化（表１－２０）

（２００４年と２００７年の比較変動分析）
吸引度指数 売場効率指標 都市タイプ

指標が増加したもの �� 指標が増加したもの �� �．効率型成長都市
�� 指標が減少したもの �� �．非効率型成長都市

指標が減少したもの �� 指標が増加したもの �� �．効率型停滞都市
�� 指標が減少したもの �� �．非効率型停滞都市

２００４年から２００７年までの変動値では、佐賀市は吸引度指数、人的効率と

もに低下を示している。したがって、吸引度指数と人的効率の２００４年から

２００７年までの変動値でみる佐賀市小売業の都市タイプは、「非効率型停滞

都市」に分類される。

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）
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表１－２０ 吸引度指数と人的効率の変動値にもとづく都市類型化（２００４年～２００７年）

吸引度指数 人的効率 都市タイプ

上昇
（８都市平均＝０．９２１）

那覇市＝１．０４８
福岡市＝１．０２１

上昇
（８都市平均＝１．００４）

福岡市＝１．０７８
那覇市＝１．０７５

�．効率型成長都市
福 岡 市
那 覇 市

低下 �．非効率型成長都市

低下
（８都市平均＝０．９２１）

大分市＝０．９６６
熊本市＝０．９３３
宮崎市＝０．９１９
鹿児島市＝０．８６４
長崎市＝０．８３９
佐賀市＝０．７８０

上昇
（８都市平均＝１．００４）

熊本市＝１．０４６
宮崎市＝１．００４

�．効率型停滞都市
熊 本 市
宮 崎 市

低下
（８都市平均＝１．００４）

大分市＝０．９８２
佐賀市＝０．９７０
鹿児島市＝０．９４６
長崎市＝０．９３３

�．非効率型停滞都市
大 分 市
佐 賀 市
鹿 児 島 市
長 崎 市

（出所）表１－１７と同じ。

（注）

１ 九州流通白書編集委員会編『都市小売業の環境・構造・活動成果』九州流通政策研究会、

１９８２年。

２ 阿部真也「分析視角」九州流通白書編集委員会編『都市小売業の環境・構造・活動成果』

九州流通政策研究会、１９８２年、４ページ。

３ 阿部真也「転機に立つ九州の主要都市小売業」九州流通白書編集委員会編『都市小売業の

環境・構造・活動成果』九州流通政策研究会、１９８２年、３９７ページ。

４ 阿部真也、同上論文、３９７ページ。

佐賀県小売業の構造分析 －商業統計に基づく都市小売構造の比較分析－
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第２節 佐賀県下１０都市小売業の構造分析

１．はじめに

第２節は、２００４年と２００７年の『商業統計表』をベースに、佐賀県下１０都

市小売業の集積構造・活動水準に関して比較分析を試みるものである。そ

こで、以下では、佐賀県下１０都市小売業の概況を考察し、次いで競争環境、

集積・競争構造、販売効率、顧客吸引力という順で分析を行う。そのうえ

で、佐賀県下１０都市小売業の類型化を行う。

２．佐賀県下１０都市小売業の概況

まず、佐賀県と県下１０都市の小売業における２００７年現状ならびに２００４年

から２００７年までの動向を商店数、従業者数、年間販売額、売場面積につい

て検討する（表２－１）（表２－２）（表２－３）。

� 商店数

２００７年現在で佐賀県小売業の商店数は９，７７１店であり、このうち市部は

７，８６８店、郡部は１，９０３店である。都市別では、佐賀市の２，５１５店（対県シェ

ア２５．７４％）を筆頭に、唐津市１，５６２店（１５．９９％）、鳥栖市７３２店（７．４９％）、

多久市２４４店、伊万里市６７２店、武雄市５７８店、鹿島市４５５店、小城市４６４店、

嬉野市３５０店、神埼市２９６店となっている。

次に、２００４年から２００７年までの推移（以下、推移とする）をみると、佐

賀県計の商店数は４．９％の減少を示しており、市部では８．７％減、郡部では

１４．６％増となっている。都市別では、鳥栖市（４．７％増）と小城市（４．３％

増）の２都市で増加、他の８都市ではいずれも減少している。

� 従業者数

２００７年現在で佐賀県小売業の従業者数は５４，１６７人で、このうち市部は

４４，３３１人（対県シェア８１．８４％）、郡部は９，８３６人（対県シェア１８．１６％）と

なっている。都市別では、佐賀市の１６，０１０人（対県シェア２９．５６％）を筆

頭に、唐津市８，１０８人（１４．９７％）、鳥栖市４，７３７人（８．７５％）、多久市１，１１２人、

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）
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表２－１ 佐賀県下１０都市小売業の商店数・従業者数・年間販売額・売場面積

商店数
（単位：店、倍）

従業者数
（単位：人、倍）

年間販売額
（単位：百万円、倍）

売場面積
（単位：�、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

佐 賀 県 計 １０，２７９ ９，７７１ ０．９５１ ５４，６８１ ５４，１６７ ０．９９１ ８３２，４２９ ８１８，０９４ ０．９８３ １，１４９，７５０ １，２１４，０３２ １．０５６

市 部 計 ８，６１８ ７，８６８ ０．９１３ ４６，５４６ ４４，３３１ ０．９５２ ７２１，５５５ ６８４，２９７ ０．９４８ ９７３，９５０ ９８７，７１８ １．０１４

佐 賀 市 ２，９４３ ２，５１５ ０．８５５ １７，４４５ １６，０１０ ０．９１８ ２７６，４８８ ２５１，８６８ ０．９１１ ３４５，６６１ ３６０，５７８ １．０４３

唐 津 市 １，７２３ １，５６２ ０．９０７ ８，４３８ ８，１０８ ０．９６１ １２９，７５０ １２２，１６６ ０．９４２ １８０，９３１ １６６，０５７ ０．９１８

鳥 栖 市 ６９９ ７３２ １．０４７ ４，７２７ ４，７３７ １．００２ ８０，０６８ ７９，９６９ ０．９９９ １１３，６９３ １２５，１８１ １．１０１

多 久 市 ２５８ ２４４ ０．９４６ １，０９１ １，１１２ １．０１９ １５，３２７ １４，４８１ ０．９４５ ２３，９７７ ２２，６６９ ０．９４５

伊 万 里 市 ７０７ ６７２ ０．９５０ ３，６８９ ３，４００ ０．９２２ ５２，９５９ ５２，５９９ ０．９９３ ７６，６５２ ７２，５２７ ０．９４６

武 雄 市 ６６０ ５７８ ０．８７６ ３，４００ ３，１８７ ０．９３７ ５４，４７８ ５５，６７０ １．０２２ ７３，２３４ ８６，２９０ １．１７８

鹿 島 市 ４９５ ４５５ ０．９１９ ２，２４２ ２，３０４ １．０２８ ３６，３８１ ３５，６９１ ０．９８１ ５５，６３９ ５１，３３８ ０．９２３

小 城 市 ４４５ ４６４ １．０４３ ２，３５３ ２，３１２ ０．９８３ ３２，６５７ ３２，９１５ １．００８ ４７，５９４ ４７，４１８ ０．９９６

嬉 野 市 ３７７ ３５０ ０．９２８ １，５８２ １，５５０ ０．９８０ １８，５３０ １７，８５４ ０．９６４ ２６，７４９ ２５，６３４ ０．９５８

神 埼 市 ３１１ ２９６ ０．９５２ １，５７９ １，６１１ １．０２０ ２４，９１７ ２１，０８４ ０．８４６ ２９，８２０ ３０，０２６ １．００７

郡 部 計 １，６６１ １，９０３ １．１４６ ８，１３５ ９，８３６ １．２０９ １１０，８７４ １３３，７９７ １．２０７ １７５，８００ ２２６，３１４ １．２８７

（注）１．市町村合併前後の各市の規模を合致させるため、２００４年の各市には市町村合併後の市町村区分を用いている。
・２００４年の佐賀市は、佐賀市、諸富町、川副町、東与賀町、久保田町、大和町、富士町の１市６町の合計。
・２００４年の唐津市は、唐津市、浜玉町、七山村、厳木町、相知町、北波多村、肥前町、鎮西町、呼子町の１市６町１村の合計。
・２００４年の武雄市は、武雄市、山内町、北方町の１市２町の合算。
・２００４年の小城市は、小城町、三日月町、牛津町、芦刈町の４町の合算。
・２００４年の嬉野市は、塩田町、嬉野町の２町の合算。
・２００４年の神埼市は、神埼町、千代田町、脊振村の３町の合算。
２．２００４年の各項目の数値は、東脊振村と三瀬村のデータを除いて算出している。（データに不備があるため）

（出所）商業統計確報（各年版）経済産業省ＨＰ
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表２－２ 佐賀県下１０都市小売業の商店数・従業員数・年間販売額・売場面積の対県シェア

商店数（対県シェア）

（単位：％、倍）

従業者数（対県シェア）

（単位：％、倍）

年間販売額（対県シェア）

（単位：％、倍）

売場面積（対県シェア）

（単位：％、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

佐 賀 県 計 １００．００ １００．００ １．０００ １００．００ １００．００ １．０００ １００．００ １００．００ １．０００ １００．００ １００．００ １．０００

市 部 計 ８３．８４ ８０．５２ ０．９６０ ８５．１２ ８１．８４ ０．９６１ ８６．６８ ８３．６５ ０．９６５ ８４．７１ ８１．３６ ０．９６０

佐 賀 市 ２８．６３ ２５．７４ ０．８９９ ３１．９０ ２９．５６ ０．９２７ ３３．２１ ３０．７９ ０．９２７ ３０．０６ ２９．７０ ０．９８８

唐 津 市 １６．７６ １５．９９ ０．９５４ １５．４３ １４．９７ ０．９７０ １５．５９ １４．９３ ０．９５８ １５．７４ １３．６８ ０．８６９

鳥 栖 市 ６．８０ ７．４９ １．１０１ ８．６４ ８．７５ １．０１３ ９．６２ ９．７８ １．０１７ ９．８９ １０．３１ １．０４２

多 久 市 ２．５１ ２．５０ ０．９９６ ２．００ ２．０５ １．０２５ １．８４ １．７７ ０．９６２ ２．０９ １．８７ ０．８９５

伊 万 里 市 ６．８８ ６．８８ １．０００ ６．７５ ６．２８ ０．９３０ ６．３６ ６．４３ １．０１１ ６．６７ ５．９７ ０．８９５

武 雄 市 ６．４２ ５．９２ ０．９２２ ６．２２ ５．８８ ０．９４５ ６．５４ ６．８０ １．０４０ ６．３７ ７．１１ １．１１６

鹿 島 市 ４．８２ ４．６６ ０．９６７ ４．１０ ４．２５ １．０３７ ４．３７ ４．３６ ０．９９８ ４．８４ ４．２３ ０．８７４

小 城 市 ４．３３ ４．７５ １．０９７ ４．３０ ４．２７ ０．９９３ ３．９２ ４．０２ １．０２６ ４．１４ ３．９１ ０．９４４

嬉 野 市 ３．６７ ３．５８ ０．９７５ ２．８９ ２．８６ ０．９９０ ２．２３ ２．１８ ０．９７８ ２．３３ ２．１１ ０．９０６

神 埼 市 ３．０３ ３．０３ １．０００ ２．８９ ２．９７ １．０２８ ２．９９ ２．５８ ０．８６３ ２．５９ ２．４７ ０．９５４

郡 部 計 １６．１６ １９．４８ １．２０５ １４．８８ １８．１６ １．２２０ １３．３２ １６．３５ １．２２７ １５．２９ １８．６４ １．２１９

（出所）表２－１と同じ。
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表２－３ 佐賀県下１０都市小売業の各指標の増減率

商店数（単位：店、％） 従業者数（単位：人、％）
２００４年 ２００７年 増減値 増減率 ２００４年 ２００７年 増減値 増減率

佐 賀 県 計 １０，２７９ ９，７７１ －５０８ －４．９％ 佐 賀 県 計 ５４，６８１ ５４，１６７ －５１４ －０．９％
市 部 計 ８，６１８ ７，８６８ －７５０ －８．７％ 市 部 計 ４６，５４６ ４４，３３１ －２，２１５ －４．８％
�鳥 栖 市 ６９９ ７３２ ３３ ４．７％ �鹿 島 市 ２，２４２ ２，３０４ ６２ ２．８％
�小 城 市 ４４５ ４６４ １９ ４．３％ �神 埼 市 １，５７９ １，６１１ ３２ ２．０％
�神 埼 市 ３１１ ２９６ －１５ －４．８％ �多 久 市 １，０９１ １，１１２ ２１ １．９％
�伊万里市 ７０７ ６７２ －３５ －５．０％ �鳥 栖 市 ４，７２７ ４，７３７ １０ ０．２％
�多 久 市 ２５８ ２４４ －１４ －５．４％ �小 城 市 ２，３５３ ２，３１２ －４１ －１．７％
�嬉 野 市 ３７７ ３５０ －２７ －７．２％ �嬉 野 市 １，５８２ １，５５０ －３２ －２．０％
�鹿 島 市 ４９５ ４５５ －４０ －８．１％ �唐 津 市 ８，４３８ ８，１０８ －３３０ －３．９％
�唐 津 市 １，７２３ １，５６２ －１６１ －９．３％ �武 雄 市 ３，４００ ３，１８７ －２１３ －６．３％
	武 雄 市 ６６０ ５７８ －８２ －１２．４％ 	伊万里市 ３，６８９ ３，４００ －２８９ －７．８％

佐 賀 市 ２，９４３ ２，５１５ －４２８ －１４．５％ 
佐 賀 市 １７，４４５ １６，０１０ －１，４３５ －８．２％
郡 部 計 １，６６１ １，９０３ ２４２ １４．６％ 郡 部 計 ８，１３５ ９，８３６ １，７０１ ２０．９％

年間販売額（単位：百万円、％） 売場面積（単位：�、％）
２００４年 ２００７年 増減値 増減率 ２００４年 ２００７年 増減値 増減率

佐 賀 県 計 ８３２，４２９ ８１８，０９４ －１４，３３５ －１．７％ 佐 賀 県 計 １，１４９，７５０ １，２１４，０３２ ６４，２８２ ５．６％
市 部 計 ７２１，５５５ ６８４，２９７ －３７，２５８ －５．２％ 市 部 計 ９７３，９５０ ９８７，７１８ １３，７６８ １．４％
�武 雄 市 ５４，４７８ ５５，６７０ １，１９２ ２．２％ �武 雄 市 ７３，２３４ ８６，２９０ １３，０５６ １７．８％
�小 城 市 ３２，６５７ ３２，９１５ ２５８ ０．８％ �鳥 栖 市 １１３，６９３ １２５，１８１ １１，４８８ １０．１％
�鳥 栖 市 ８０，０６８ ７９，９６９ －９９ －０．１％ �佐 賀 市 ３４５，６６１ ３６０，５７８ １４，９１７ ４．３％
�伊万里市 ５２，９５９ ５２，５９９ －３６０ －０．７％ �神 埼 市 ２９，８２０ ３０，０２６ ２０６ ０．７％
�鹿 島 市 ３６，３８１ ３５，６９１ －６９０ －１．９％ �小 城 市 ４７，５９４ ４７，４１８ －１７６ －０．４％
�嬉 野 市 １８，５３０ １７，８５４ －６７６ －３．６％ �嬉 野 市 ２６，７４９ ２５，６３４ －１，１１５ －４．２％
�多 久 市 １５，３２７ １４，４８１ －８４６ －５．５％ �伊万里市 ７６，６５２ ７２，５２７ －４，１２５ －５．４％
�唐 津 市 １２９，７５０ １２２，１６６ －７，５８４ －５．８％ �多 久 市 ２３，９７７ ２２，６６９ －１，３０８ －５．５％
	佐 賀 市 ２７６，４８８ ２５１，８６８ －２４，６２０ －８．９％ 	鹿 島 市 ５５，６３９ ５１，３３８ －４，３０１ －７．７％

神 埼 市 ２４，９１７ ２１，０８４ －３，８３３ －１５．４％ 
唐 津 市 １８０，９３１ １６６，０５７ －１４，８７４ －８．２％
郡 部 計 １１０，８７４ １３３，７９７ ２２，９２３ ２０．７％ 郡 部 計 １７５，８００ ２２６，３１４ ５０，５１４ ２８．７％

（出所）表２－１と同じ。
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伊万里市３，４００人、武雄市３，１８７人、鹿島市２，３０４人、小城市２，３１２人、嬉野

市１，５５０人、神埼市１，６１１人となっている。

推移をみると、佐賀県計では０．９％の減少率を示しており、市部は４．８％

減、郡部は２０．９％増となっている。都市別にみると、増加を示したのは鹿

島市、神埼市、多久市、鳥栖市の４都市であった。

� 年間販売額

２００７年現在で佐賀県小売業の年間販売額は８１８，０９４万円を計上し、この

うち市部は６８４，２９７万円、郡部は１３３，７９７万円である。都市別にみると、佐

賀市２５１，８６８万円（対県シェア３０．７９％）唐津市１２２，１６６万円（対県シェア

１４．９３％）、鳥栖市７９，９６９万円（対県シェア９．７８％）となっており、この３

都市で佐賀県計の５割強を占めている。

推移をみると、佐賀県計は１．７％の減少率を示しており、このうち市部

は５．２％減、郡部は２０．７％増となっている。都市別にみると、増加を示し

ているのは武雄市と小城市の２都市であり、他の８都市ではいずれも減少

している。特に神埼市においては、１５．４％減という高い減少率を示してい

る。

� 売場面積

２００７年現在で佐賀県小売業の売場面積１，２１４，０３２�を計上し、このうち

市部は９８７，７１８�、郡部は２２６，３１４�である。都市別にみると、佐賀市３６０，５７８

�（対県シェア２９．７０％）、唐津市１６６，０５７�（対県シェア１３．６８％）、鳥栖

市１２５，１８１�（対県シェア１０．３１％）、武雄市８６，２９０�、伊万里市７２，５２７�、

鹿島市５１，３３８�、小城市４７，４１８�、神埼市３０，０２６�、嬉野市２５，６３４�、多

久市２２，６６９�の順となっており、佐賀市、唐津市、鳥栖市の３都市で佐賀

県計の５割強を占めている。

推移をみると、佐賀県計は５．６％の増加を示し、市部は１．４％増、郡部は

２８．４％増である。

都市別にみると、増加を示したのは佐賀市、鳥栖市、武雄市、神埼市の４

都市であり、他の６都市はいずれも減少を示している。特に武雄市では、
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１７．８％の高い増加率を示している。

これら４つの指標（商店数、従業者数、年間販売額、売場面積）におい

て、佐賀市は対県シェアですべて２５％を超える県内最大の都市であり、唐

津市もまたすべての指標で１０％を超える県内第２の都市である。しかしそ

の推移をみると、いずれの指標においても対県シェアを低下させている。

逆に、すべての指標で増加を示したのは１０都市のうちで鳥栖市のみであっ

た。

３．佐賀県下１０都市小売業の競争環境

ここでは、佐賀県小売業の競争環境を行政人口と商業人口の２つの指標

から検討する。

� 行政人口

都市小売業の競争構造や活動水準を規定する環境要因として最も基本的

なものが、人口の集積規模とその動向である。行政人口は定住地域をベー

スとした行政単位の人口であり、都市の定住人口の規模は都市小売業の存

立や動向を左右する基礎的条件といえる。

（表２－４）によると、２００７年現在の佐賀県計の行政人口は８６８，５６２人で、

このうち市部は７１３，５５１人、郡部は１５５，０１１人である。都市別にみると佐賀

市の２３８，３８４人が県内最大となっており、次いで唐津市（１３３，３７７人）、鳥

栖市（６４，９０５人）、伊万里市（５８，６７０人）、武雄市（５２，２３１人）、小城市（４６，９１５

人）、神埼市（３３，９７６人）、鹿島市（３２，２８４人）、嬉野市（２９，９４４人）、多久

市（２２，７６５人）の順である。

次に、２００４年から２００７年までの推移をみると、佐賀県計は０．１％減（８８５

人）と大きな変化はなく、このうち市部は０．５％減、郡部は２．０％増である。

都市別にみると、増加したのは鳥栖市（３．９％増）、神埼市（０．５％増）、佐

賀市（０．１％増）の３都市であり、他の７都市ではいずれも減少を示して

いる。また、最も高い減少率を示しているのは多久市４．０％減であり、実
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数値で最も減少が大きいのは唐津市（２，２６９人減）である。

� 商業人口

都市小売業にとって重要な人口指標は商圏人口の動向であり、商業人口

は行政人口とともに小売業活動にとって基本的な環境要因であるといえる。

ここでいう商業人口は、次式によって算出される（なお、この商業人口を

もって商圏人口の代替指標とみなす）。

商業人口＝都市小売販売額÷県民（行政人口）１人当たり小売販売額

表２－４ 佐賀県下１０都市の行政人口・商業人口

行政人口（単位：人、倍） 商業人口（単位：人、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

佐 賀 県 計 ８６９，４４７ ８６８，５６２ ０．９９９ ８６９，４４７ ８６８，５６２ ０．９９９

市 部 計 ７１７，４３２ ７１３，５５１ ０．９９５ ７５３，６４２ ７２６，５１１ ０．９６４

佐 賀 市 ２３８，１１２ ２３８，３８４ １．００１ ２８８，７８３ ２６７，４０５ ０．９２６

唐 津 市 １３５，６４６ １３３，３７７ ０．９８３ １３５，５１９ １２９，７０２ ０．９５７

鳥 栖 市 ６２，４６１ ６４，９０５ １．０３９ ８３，６２８ ８４，９０２ １．０１５

多 久 市 ２３，７２１ ２２，７６５ ０．９６０ １６，００８ １５，３７４ ０．９６０

伊 万 里 市 ５９，４４６ ５８，６７０ ０．９８７ ５５，３１４ ５５，８４３ １．０１０

武 雄 市 ５３，１８２ ５２，２３１ ０．９８２ ５６，９００ ５９，１０４ １．０３９

鹿 島 市 ３３，３５２ ３２，３８４ ０．９７１ ３７，９９８ ３７，８９２ ０．９９７

小 城 市 ４６，９９８ ４６，９１５ ０．９９８ ３４，１０９ ３４，９４５ １．０２５

嬉 野 市 ３０，６９５ ２９，９４４ ０．９７６ １９，３５４ １８，９５５ ０．９７９

神 埼 市 ３３，８１９ ３３，９７６ １．００５ ２６，０２５ ２２，３８４ ０．８６０

郡 部 計 １５２，０１５ １５５，０１１ １．０２０ １１５，８０４ １４２，０５０ １．２２７

（注）１．市町村合併前後の各市の規模を合致させるため、２００４年の各市には市町村合併後
の市町村区分を用いている。

・２００４年の佐賀市は、佐賀市、諸富町、川副町、東与賀町、久保田町、大和町、富士
町の１市６町の合算。

・２００４年の唐津市は、唐津市、浜玉町、七山村、厳木町、相知町、北波多村、肥前町、
鎮西町、呼子町の１市６町１村の合算。

・２００４年の武雄市は、武雄市、山内町、北方町の１市２町の合算。
・２００４年の小城市は、小城町、三日月町、牛津町、芦刈町の４町の合算。
・２００４年の嬉野市は、塩田町、嬉野町の２町の合算。
・２００４年の神埼市は、神埼町、千代田町、脊振村の３町の合算。
２．２００４年の各項目の数値は、東脊振村と三瀬村のデータを除いて算出している。（デー
タに不備があるため）

（出所）『商業統計表』（平成１６年）、「商業統計確報」（平成１９年）、『全国市町村要覧』（各年
版）をもとに作成。
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（表２－４）によると、２００７年現在の佐賀県計の商業人口は８６８，５６２人で、

このうち市部は７２６，５１１人、郡部は１４２，０５０人である。都市別にみると佐賀

市の２６７，４０５人が県内最大となっており、次いで唐津市（１２９，７０２人）、鳥

栖市（８４，９０２人）、武雄市（５９，１０４人）、伊万里市（５５，８４３人）、鹿島市（３７，８９２

人）、小城市（３４，９４５人）、神埼市（２２，３８４人）、嬉野市（１８，９５５人）、多久

市（１５，３７４人）の順である。

次に、推移をみると、市部は３．６％の減少、郡部は２２．７％の増加となっ

ている。都市別にみると、増加しているのは武雄市（３．９％増）、小城市（２．５％

増）、鳥栖市（１．５％増）、伊万里市（１．０％増）の４都市であり、実数値で

最も増加が大きいのは武雄市（２，２０４人増）である。他方、減少を示した

６都市のうち最も高い減少率を示しているのは神埼市（１４．０％減）であり、

実数値で最も減少が大きいのは佐賀市（２１，３７８人減）である。

表２－５ 佐賀県下１０都市の行政人口・商業人口の増減率（２００７年／２００４年）

行政人口（単位：人、％） 商業人口（単位：人、％）

２００４年 ２００７年 増減値 増減率 ２００４年 ２００７年 増減値 増減率

佐賀県計 ８６９，４４７ ８６８，５６２ －８８５ －０．１％ 佐賀県計 ８６９，４４７ ８６８，５６２ －８８５ －０．１％

市 部 計 ７１７，４３２ ７１３，５５１ －３，８８１ －０．５％ 市 部 計 ７５３，６４２ ７２６，５１１－２７，１３１ －３．６％

�鳥栖市 ６２，４６１ ６４，９０５ ２，４４４ ３．９％ �武雄市 ５６，９００ ５９，１０４ ２，２０４ ３．９％

�神埼市 ３３，８１９ ３３，９７６ １５７ ０．５％ �小城市 ３４，１０９ ３４，９４５ ８３６ ２．５％

�佐賀市 ２３８，１１２ ２３８，３８４ ２７２ ０．１％ �鳥栖市 ８３，６２８ ８４，９０２ １，２７４ １．５％

�小城市 ４６，９９８ ４６，９１５ －８３ －０．２％ �伊万里市 ５５，３１４ ５５，８４３ ５２９ １．０％

�伊万里市 ５９，４４６ ５８，６７０ －７７６ －１．３％ �鹿島市 ３７，９９８ ３７，８９２ －１０６ －０．３％

�唐津市 １３５，６４６ １３３，３７７ －２，２６９ －１．７％ �嬉野市 １９，３５４ １８，９５５ －３９９ －２．１％

�武雄市 ５３，１８２ ５２，２３１ －９５１ －１．８％ �多久市 １６，００８ １５，３７４ －６３４ －４．０％

�嬉野市 ３０，６９５ ２９，９４４ －７５１ －２．４％ �唐津市 １３５，５１９ １２９，７０２ －５，８１７ －４．３％

	鹿島市 ３３，３５２ ３２，３８４ －９６８ －２．９％ 	佐賀市 ２８８，７８３ ２６７，４０５－２１，３７８ －７．４％


多久市 ２３，７２１ ２２，７６５ －９５６ －４．０％ 
神埼市 ２６，０２５ ２２，３８４ －３，６４１－１４．０％

郡 部 計 １５２，０１５ １５５，０１１ ２，９９６ ２．０％ 郡 部 計 １１５，８０４ １４２，０５０ ２６，２４６ ２２．７％

（出所）表２－４と同じ。

佐賀県小売業の構造分析 －商業統計に基づく都市小売構造の比較分析－

３１



４．佐賀県下１０都市小売業の集積・競争構造

都市における小売活動の水準や態様を規定する最も基本的な要因は、都

市における小売業の集積・競争構造である。指標としては多数のものが考

えられるが、ここでは店舗密度、平均店舗規模（１店当たり売場面積）、

施設密度、人的サービス率の４つの指標について検討を行う。

� 店舗密度

都市小売業の集積をとらえるには、人口集積との関連でとらえる必要が

ある。店舗密度は行政人口（ここでは１，０００人）に対する店舗数の比率を

いい、当該都市における小売業の競合関係や当該都市への新規参入の難易

度を示す指標として、都市小売業の集積構造の分析によく利用されている。

（表２－６）によると、２００７年現在の佐賀県計の店舗密度は１１．２５店で、

このうち市部は１１．０３店、郡部は１２．２８店である。都市別にみると、市部平

均を超えている都市は、鹿島市（１４．０５店）、唐津市（１１．７１店）、嬉野市（１１．６９

店）、伊万里市（１１．４５店）、鳥栖市（１１．２８店）、武雄市（１１．０７店）の６都

市である。したがって、この６都市における小売店舗の集積度は相対的に

過密であり、小売業の競合関係もかなり厳しいといえる。これに対して、

市部平均以下である多久市（１０．７２店）、佐賀市（１０．５５店）、小城市（９．８９

店）、神埼市（８．７１店）の４都市は、小売店舗の集積度はそれほど過密で

なく、競合関係もそれほど逼迫していないといえる。

次に推移をみると（表２－７）、佐賀県計は４．８％の減少であり、このう

ち市部は８．２％減、郡部は１２．４％増である。都市別にみると、増加を示して

いるのは小城市（４．４％増）と鳥栖市（０．８％増）の２都市である。また、佐

賀市（１４．６％減）と武雄市（１０．８％減）の２都市は高い減少率を示している。

� 平均店舗規模（１店当たり売場面積）

平均店舗規模は店舗数に対する売場面積をあらわすものであり、都市小

売業の集積・競争構造を売場面積という物的規模からみた指標である。

（表２－６）によると、２００７年現在の佐賀県計の平均店舗規模は１２４．２５

�で、このうち市部は１２５．５４�、郡部は１１８．９２�である。都市別にみると、
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表２－６ 佐賀県下１０都市小売業の店舗密度・平均店舗規模

店舗密度
（単位：店〈１，０００人当たり〉、倍）

平均店舗規模
（単位：�、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

佐 賀 県 計 １１．８２ １１．２５ ０．９５２ １１１．８５ １２４．２５ １．１１１

市 部 計 １２．０１ １１．０３ ０．９１８ １１３．０１ １２５．５４ １．１１１

佐 賀 市 １２．３６ １０．５５ ０．８５４ １１７．４５ １４３．３７ １．２２１

唐 津 市 １２．７０ １１．７１ ０．９２２ １０５．０１ １０６．３１ １．０１２

鳥 栖 市 １１．１９ １１．２８ １．００８ １６２．６５ １７１．０１ １．０５１

多 久 市 １０．８８ １０．７２ ０．９８５ ９２．９３ ９２．９１ １．０００

伊 万 里 市 １１．８９ １１．４５ ０．９６３ １０８．４２ １０７．９３ ０．９９５

武 雄 市 １２．４１ １１．０７ ０．８９２ １１０．９６ １４９．２９ １．３４５

鹿 島 市 １４．８４ １４．０５ ０．９４７ １１２．４０ １１２．８３ １．００４

小 城 市 ９．４７ ９．８９ １．０４４ １０６．９５ １０２．１９ ０．９５５

嬉 野 市 １２．２８ １１．６９ ０．９５２ ７０．９５ ７３．２４ １．０３２

神 埼 市 ９．２０ ８．７１ ０．９４７ ９５．８８ １０１．４４ １．０５８

郡 部 計 １０．９３ １２．２８ １．１２４ １０５．８４ １１８．９２ １．１２４

（出所）表２－４と同じ。

表２－７ ２００７年の佐賀県下１０都市小売業の店舗密度・平均店舗規模の増減率

店舗密度（単位：店〈１，０００人当たり〉、％） 平均店舗規模（単位：�、％）

２００７年 増減率（対２００４年） ２００７年 増減率（対２００４年）

佐 賀 県 計 １１．２５ 佐 賀 県 計 －４．８％ 佐 賀 県 計 １２４．２５ 佐 賀 県 計 １１．１％

市 部 計 １１．０３ 市 部 計 －８．２％ 市 部 計 １２５．５４ 市 部 計 １１．１％

�鹿 島 市 １４．０５ �小 城 市 ４．４％ �鳥 栖 市 １７１．０１ �武 雄 市 ３４．５％

�唐 津 市 １１．７１ �鳥 栖 市 ０．８％ �武 雄 市 １４９．２９ �佐 賀 市 ２２．１％

�嬉 野 市 １１．６９ �多 久 市 －１．５％ �佐 賀 市 １４３．３７ �神 埼 市 ５．８％

�伊万里市 １１．４５ �伊万里市 －３．７％ �鹿 島 市 １１２．８３ �鳥 栖 市 ５．１％

�鳥 栖 市 １１．２８ �嬉 野 市 －４．８％ �伊万里市 １０７．９３ �嬉 野 市 ３．２％

�武 雄 市 １１．０７ �鹿 島 市 －５．３％ �唐 津 市 １０６．３１ �唐 津 市 １．２％

�多 久 市 １０．７２ �神 埼 市 －５．３％ �小 城 市 １０２．１９ �鹿 島 市 ０．４％

	佐 賀 市 １０．５５ 	唐 津 市 －７．８％ 	神 埼 市 １０１．４４ 	多 久 市 ０．０％


小 城 市 ９．８９ 
武 雄 市 －１０．８％ 
多 久 市 ９２．９１ 
伊万里市 －０．５％

�神 埼 市 ８．７１ �佐 賀 市 －１４．６％ �嬉 野 市 ７３．２４ �小 城 市 －４．５％

郡 部 計 １２．２８ 郡 部 計 １２．４％ 郡 部 計 １１８．９２ 郡 部 計 １２．４％

（出所）表２－４と同じ。
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市部平均を超えている都市は鳥栖市（１７１．０１�）、武雄市（１４９．２９�）、佐

賀市（１４３．３７�）の３都市であり、他の７都市はいずれも市部平均以下で

ある。特に嬉野市は７３．２４�であり、平均店舗規模が著しく低いものとなっ

ている。

次に推移をみると（表２－７）、佐賀県計は１１．１％の増加を示し、この

うち市部は１１．１％増、郡部は１２．４％増である。都市別にみると、伊万里市

（０．５％減）と小城市（４．５％減）を除く８都市が増加を示しており、特に武

雄市（３４．５％増）と佐賀市（２２．１％増）の２都市が高い増加率を示している。

� 施設密度

施設密度は売場面積密度とも呼ばれるものであり、行政人口（ここでは

１００人）に対する売場面積の比率をいう。この指標は都市における行政人

口当たりの売場面積の集積の程度を示すもので、前述の店舗密度と同様に、

小売業の事業機会の程度、新規参入の可能性を示す指標といえる。

（表２－８）によると、２００７年現在の佐賀県計の施設密度は１３９．７８�で

あり、このうち市部は１３８．４７�、郡部は１４６．０３�である。都市別にみると、

市部平均を超えている都市は鳥栖市（１９２．９０�）、武雄市（１６５．２６�）、鹿

島市（１５８．５３�）、佐賀市（１５１．２６�）の４都市であり、特に鳥栖市が高

い数値を示していることが分かる。この数値が高いほど、小売業の事業機

会、新規参入の可能性は低いといえるため、佐賀市、鳥栖市、武雄市、鹿

島市の４都市では相対的に小売業の事業機会、新規参入の可能性が低いと

いえる。これに対して、数値の低い唐津市、伊万里市、小城市、多久市、

神埼市、嬉野市の６都市では相対的に小売業の事業機会、新規参入の可能

性が高いといえる。

次に推移をみると（表２－９）、佐賀県計は５．８％の増加率を示し、この

うち市部は２．０％増、郡部は２６．２％増である。都市別にみると、増加を示

したのは武雄市（２０．０％増）、鳥栖市（６．０％増）、佐賀市（４．２％増）、神

埼市（０．２％増）の４都市であり、特に武雄市で高い増加率を示している

ことが分かる。他の６都市はいずれも減少を示している。
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表２－８ 佐賀県下１０都市小売業の施設密度・人的サービス率

施設密度
（単位：�〈１００人当たり〉、倍）

人的サービス率
（単位：人〈１００�当たり〉、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

佐 賀 県 計 １３２．１２ １３９．７８ １．０５８ ４．７６ ４．４６ ０．９３７

市 部 計 １３５．７３ １３８．４７ １．０２０ ４．７８ ４．４９ ０．９３９

佐 賀 市 １４５．１７ １５１．２６ １．０４２ ５．０５ ４．４４ ０．８７９

唐 津 市 １３３．３６ １２４．４９ ０．９３３ ４．６６ ４．８８ １．０４７

鳥 栖 市 １８２．０１ １９２．９０ １．０６０ ４．１６ ３．７８ ０．９０９

多 久 市 １０１．１１ ９９．６０ ０．９８５ ４．５５ ４．９１ １．０７９

伊 万 里 市 １２８．９１ １２３．５８ ０．９５９ ４．８１ ４．６９ ０．９７５

武 雄 市 １３７．７０ １６５．２６ １．２００ ４．６４ ３．６９ ０．７９５

鹿 島 市 １６６．８０ １５８．５３ ０．９５０ ４．０３ ４．４９ １．１１４

小 城 市 １０１．２８ １０１．０７ ０．９９８ ４．９４ ４．８８ ０．９８８

嬉 野 市 ８７．１３ ８５．６２ ０．９８３ ５．９１ ６．０５ １．０２４

神 埼 市 ８８．２１ ８８．３５ １．００２ ５．３０ ５．３７ １．０１３

郡 部 計 １１５．６８ １４６．０３ １．２６２ ４．６３ ４．３５ ０．９４０

（出所）表２－４と同じ。

表２－９ ２００７年の佐賀県下１０都市小売業の施設密度・人的サービス率の増減率

施設密度
（単位：�〈１００人当たり〉、倍）

人的サービス率
（単位：人〈１００�当たり〉、倍）

２００７年 増減率（対２００４年） ２００７年 増減率（対２００４年）

佐 賀 県 計 １３９．７８ 佐 賀 県 計 ５．８％ 佐 賀 県 計 ４．４６ 佐 賀 県 計 －６．３％

市 部 計 １３８．４７ 市 部 計 ２．０％ 市 部 計 ４．４９ 市 部 計 －６．１％

�鳥 栖 市 １９２．９０ �武 雄 市 ２０．０％ �嬉 野 市 ６．０５ �鹿 島 市 １１．４％

�武 雄 市 １６５．２６ �鳥 栖 市 ６．０％ �神 埼 市 ５．３７ �多 久 市 ７．９％

�鹿 島 市 １５８．５３ �佐 賀 市 ４．２％ �多 久 市 ４．９１ �唐 津 市 ４．７％

�佐 賀 市 １５１．２６ �神 埼 市 ０．２％ �唐 津 市 ４．８８ �嬉 野 市 ２．４％

�唐 津 市 １２４．４９ �小 城 市 －０．２％ �小 城 市 ４．８８ �神 埼 市 １．３％

�伊万里市 １２３．５８ �多 久 市 －１．５％ �伊万里市 ４．６９ �小 城 市 －１．２％

�小 城 市 １０１．０７ �嬉 野 市 －１．７％ �鹿 島 市 ４．４９ �伊万里市 －２．５％

	多 久 市 ９９．６０ 	伊万里市 －４．１％ 	佐 賀 市 ４．４４ 	鳥 栖 市 －９．１％


神 埼 市 ８８．３５ 
鹿 島 市 －５．０％ 
鳥 栖 市 ３．７８ 
佐 賀 市 －１２．１％

�嬉 野 市 ８５．６２ �唐 津 市 －６．７％ �武 雄 市 ３．６９ �武 雄 市 －２０．５％

郡 部 計 １４６．０３ 郡 部 計 ２６．２％ 郡 部 計 ４．３５ 郡 部 計 －６．０％

（出所）表２－４と同じ。
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� 人的サービス率

人的サービス率は、売場面積（ここでは１００�）に対する従業者数の人

的な規模比率であり、都市小売業の競争構造を把握する指標の一つである。

（表２－８）によると、２００７年現在の佐賀県計の人的サービス率は４．４６

人であり、このうち市部は４．４９人、郡部は４．３５人である。都市別にみると、

市部平均を超えているのは嬉野市（６．０５人）をはじめ、神埼市、多久市、

唐津市、小城市、伊万里市の６都市である。最も高い数値を示しているの

は嬉野市（６．０５人）であり、最も低い数値を示しているのは武雄市（３．６９

人）である。

次に推移をみると（表２－９）、佐賀県計は６．３％の減少率を示し、この

うち市部は６．１％減、郡部は６．０％減である。都市別にみると、増加を示し

ているのは鹿島市（１１．４％増）、多久市（７．９％増）、唐津市（４．７％増）、

嬉野市（２．４％増）、神埼市（１．３％増）の５都市であり、鹿島市が高い数

値を示していることが分かる。また、他の５都市はいずれも減少を示して

いるが、特に武雄市は２０．５％の高い減少率を示している。減少を示した佐

賀市、武雄市、小城市、伊万里市、鳥栖市の５都市においては、とくに近

年のセルフサービス化の進展が著しいといえる。

５．佐賀県下１０都市小売業の販売効率

販売効率は競争単位としての小売業の経営活動の効率を示すもので、そ

の指標として売場効率（売場面積１�当たり販売額）と人的効率（従業者

１人当たり販売額）が挙げられる。

� 売場効率

売場効率は売場面積に対する販売額の物的比率である。

（表２－１０）によると、２００７年現在の佐賀県計の売場効率は６７．３９万円で

あり、このうち市部は６９．２８万円、郡部は５９．１２万円である。都市別にみる

と、市部平均を超えているのは唐津市（７３．５７万円）をはじめ、伊万里市、

神埼市、佐賀市、嬉野市、鹿島市、小城市の７都市であり、市部平均を下
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表２－１０ 佐賀県下１０都市小売業の売場効率・人的効率

売場効率
（単位：万円、倍）

人的効率
（単位：万円、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

佐 賀 県 計 ７２．４０ ６７．３９ ０．９３１ １，５２２ １，５１０ ０．９９２

市 部 計 ７４．０９ ６９．２８ ０．９３５ １，５５０ １，５４４ ０．９９６

佐 賀 市 ７９．９９ ６９．８５ ０．８７３ １，５８５ １，５７３ ０．９９２

唐 津 市 ７１．７１ ７３．５７ １．０２６ １，５３８ １，５０７ ０．９８０

鳥 栖 市 ７０．４２ ６３．８８ ０．９０７ １，６９４ １，６８８ ０．９９６

多 久 市 ６３．９２ ６３．８８ ０．９９９ １，４０５ １，３０２ ０．９２７

伊 万 里 市 ６９．０９ ７２．５２ １．０５０ １，４３６ １，５４７ １．０７７

武 雄 市 ７４．３９ ６４．５２ ０．８６７ １，６０２ １，７４７ １．０９１

鹿 島 市 ６５．３９ ６９．５２ １．０６３ １，６２３ １，５４９ ０．９５４

小 城 市 ６８．６２ ６９．４１ １．０１２ １，３８８ １，４２４ １．０２６

嬉 野 市 ６９．２７ ６９．６５ １．００５ １，１７１ １，１５２ ０．９８４

神 埼 市 ８３．５６ ７０．２２ ０．８４０ １，５７８ １，３０９ ０．８３０

郡 部 計 ６３．０７ ５９．１２ ０．９３７ １，３６３ １，３６０ ０．９９８

（出所）表２－４と同じ。

表２－１１ 佐賀県下１０都市小売業の売場効率・人的効率の増減率

売場効率
（単位：万円、倍）

人的効率
（単位：万円、倍）

２００７年 増減率（対２００４年） ２００７年 増減率（対２００４年）

佐 賀 県 計 ６７．３９ 佐 賀 県 計 －６．９％ 佐 賀 県 計 １，５１０ 佐 賀 県 計 －０．８％

市 部 計 ６９．２８ 市 部 計 －６．５％ 市 部 計 １，５４４ 市 部 計 －０．４％

�唐 津 市 ７３．５７ �鹿 島 市 ６．３％ �武 雄 市 １，７４７ �武 雄 市 ９．１％

�伊万里市 ７２．５２ �伊万里市 ５．０％ �鳥 栖 市 １，６８８ �伊万里市 ７．７％

�神 埼 市 ７０．２２ �唐 津 市 ２．６％ �佐 賀 市 １，５７３ �小 城 市 ２．６％

�佐 賀 市 ６９．８５ �小 城 市 １．２％ �鹿 島 市 １，５４９ �鳥 栖 市 －０．４％

�嬉 野 市 ６９．６５ �嬉 野 市 ０．５％ �伊万里市 １，５４７ �佐 賀 市 －０．８％

�鹿 島 市 ６９．５２ �多 久 市 －０．１％ �唐 津 市 １，５０７ �嬉 野 市 －１．６％

�小 城 市 ６９．４１ �鳥 栖 市 －９．３％ �小 城 市 １，４２４ �唐 津 市 －２．０％

�武 雄 市 ６４．５２ �佐 賀 市 －１２．７％ �神 埼 市 １，３０９ �鹿 島 市 －４．６％

	鳥 栖 市 ６３．８８ 	武 雄 市 －１３．３％ 	多 久 市 １，３０２ 	多 久 市 －７．３％


多 久 市 ６３．８８ 
神 埼 市 －１６．０％ 
嬉 野 市 １，１５２ 
神 埼 市 －１７．０％

郡 部 計 ５９．１２ 郡 部 計 －６．３％ 郡 部 計 １，３６０ 郡 部 計 －０．２％

（出所）表２－４と同じ。
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回っているのは多久市（６３．８８万円）をはじめ、鳥栖市、武雄市の３都市

である。市部平均を上回っている７都市は、効率性の高い小売業が相対的

に多く集積していると考えられる。また、市部平均を下回っている３都市

は、投資効率の低さを示している。

次に推移をみると（表２－１１）、佐賀県計は６．９％の減少を示し、このう

ち市部は６．５％減、郡部は６．３％減である。都市別にみると、増加を示して

いるのは鹿島市（６．３％増）、伊万里市（５．０％増）、唐津市（２．６％増）、小

城市（１．２％増）、嬉野市（０．５％増）の５都市。また、減少を示している

のは多久市（０．１％減）、鳥栖市（９．３％減）、佐賀市（１２．７％減）、武雄市

（１３．３％減）、神埼市（１６．０％減）の５都市であった。

� 人的効率

人的効率は従業者に対する販売額の比率で、小売業の労働生産性（従業

者の販売効率）を表す指標である。

（表２－１０）によると、２００７年現在の佐賀県計の人的効率は１，５１０万円で

あり、このうち市部は１，５４４万円、郡部は１，３６０万円である。都市別にみる

と、市部平均を超える都市は武雄市（１，７４７万円）、鳥栖市（１，６８８万円）、

佐賀市（１，５７３万円）、鹿島市（１，５４９万円）、伊万里市（１，５４７万円）の５

都市である。この５都市は労働生産性が相対的に高いことを示している。

逆に、他の５都市は市部平均を下回り、特に嬉野市は１，１５２万円と大きく

下回っている。

次に推移をみると（表２－１１）、佐賀県計の人的効率は０．８％の減少を示

し、このうち市部は０．４％の減少、郡部は０．２％の減少である。都市別にみ

ると、増加を示しているのは武雄市（９．１％増）、伊万里市（７．７％増）、小

城市（２．６％増）の３都市である。他の７都市はいずれも減少を示してい

るが、特に神埼市は１７．０％と高い減少率を示している。

６．佐賀県下１０都市小売業の顧客吸引力（吸引度指数）

都市小売業の活動水準や態様を規定する要因は、都市間・地域間の小売
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競争構造にも存在している。ここでは吸引度指数について検討する。

吸引度指数は行政人口に対する商業（商圏）人口の比率をいう。この指

数は、都市の小売業集積がどの程度当該市域外から購買力ないし顧客を吸

引しているかを示す指標である。

この吸引度指数が１を超えている場合、当該都市は市域外から購買力な

いし顧客を吸引している吸引都市である。逆に、指数が１を下回る場合、

市域外への購買力ないし顧客を流出している流出都市といえる。

（表２－１２）によると、２００７年現在の佐賀県小売業における県下１０都市

計の吸引度指数は、１．０１８である。なお、郡部は０．９１６である。都市別でみ

ると、市部平均を超えている都市は、鳥栖市（１．３０８）、鹿島市（１．１７０）、

武雄市（１．１３２）、佐賀市（１．１２２）の４都市である。これら４都市の小売

業集積の顧客吸引力は相対的に大きいといえる。逆に、市部平均を下回っ

ている６都市のなかでも多久市（０．６７５）、神埼市（０．６５９）、嬉野市（０．６３３）

の３都市は１よりかなり低い数値を示しており、市域外へ顧客ないし購買

表２－１２ 佐賀県下１０都市小売業の行政人口１人当たり販売額・吸引度指数

行政人口１人当たり販売額
（単位：万円、倍）

吸引度指数（県＝１．０００）

２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４（倍）

佐 賀 県 計 ９５．７４ ９４．１９ ０．９８４ １．０００ １．０００ １．０００

市 部 計 １００．５７ ９５．９０ ０．９５４ １．０５０ １．０１８ ０．９７０

佐 賀 市 １１６．１２ １０５．６６ ０．９１０ １．２１３ １．１２２ ０．９２５

唐 津 市 ９５．６５ ９１．５９ ０．９５８ ０．９９９ ０．９７２ ０．９７３

鳥 栖 市 １２８．１９ １２３．２１ ０．９６１ １．３３９ １．３０８ ０．９７７

多 久 市 ６４．６１ ６３．６１ ０．９８５ ０．６７５ ０．６７５ １．０００

伊 万 里 市 ８９．０９ ８９．６５ １．００６ ０．９３１ ０．９５２ １．０２３

武 雄 市 １０２．４４ １０６．５８ １．０４０ １．０７０ １．１３２ １．０５８

鹿 島 市 １０９．０８ １１０．２１ １．０１０ １．１３９ １．１７０ １．０２７

小 城 市 ６９．４９ ７０．１６ １．０１０ ０．７２６ ０．７４５ １．０２６

嬉 野 市 ６０．３７ ５９．６２ ０．９８８ ０．６３１ ０．６３３ １．００３

神 埼 市 ７３．６８ ６２．０６ ０．８４２ ０．７７０ ０．６５９ ０．８５６

郡 部 計 ７２．９４ ８６．３１ １．１８３ ０．７６２ ０．９１６ １．２０２

（注）吸引度指数＝市町村行政人口１人当たり販売額／佐賀県行政人口１人当たり販売額
（出所）表２－４と同じ。
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力を流出している流出都市といえる。

次に推移をみると（表２－１３）、市部は３．０％減少しているのに対し、郡

部は２０．２％増加している。都市別にみると、吸引度指数を高めている都市

は武雄市（５．８％増）、鹿島市（２．７％増）、小城市（２．６％増）、伊万里市（２．３％

増）、嬉野市（０．３％増）、多久市（０．０％増）の６都市である。他の４都市

は吸引度指数を低下させているが、なかでも神埼市は１４．４％の高い減少率

を示している。また、県下２大都市である佐賀市・唐津市の吸引度指数は

低下しており、商圏規模が縮小しているといえよう。

７．佐賀県下１０都市小売業の都市類型化

ここでは、佐賀県下１０都市小売業の都市類型化を行う。この都市類型化

で用いる指標は吸引度指数と売場効率ないし人的効率である。なお、吸引

度指数は佐賀県計＝１．０００を基準として算出している。

表２－１３ ２００７年の佐賀県下１０都市小売業の行政人口１人当たり販売額・吸引
度指数の増減率

行政人口１人当たり販売額
（単位：万円、倍）

吸引度指数（県＝１．０００）

２００７年 増減率 ２００７年 増減率

佐 賀 県 計 ９４．１９ 佐 賀 県 計 －１．６％ 佐 賀 県 計 １．０００ 佐 賀 県 計 －

市 部 計 ９５．９０ 市 部 計 －４．６％ 市 部 計 １．０１８ 市 部 計 －３．０％

�鳥 栖 市 １２３．２１ �武 雄 市 ４．０％ �鳥 栖 市 １．３０８ �武 雄 市 ５．８％

�鹿 島 市 １１０．２１ �鹿 島 市 １．０％ �鹿 島 市 １．１７０ �鹿 島 市 ２．７％

�武 雄 市 １０６．５８ �小 城 市 １．０％ �武 雄 市 １．１３２ �小 城 市 ２．６％

�佐 賀 市 １０５．６６ �伊万里市 ０．６％ �佐 賀 市 １．１２２ �伊万里市 ２．３％

�唐 津 市 ９１．５９ �嬉 野 市 －１．２％ �唐 津 市 ０．９７２ �嬉 野 市 ０．３％

�伊万里市 ８９．６５ �多 久 市 －１．５％ �伊万里市 ０．９５２ �多 久 市 ０．０％

�小 城 市 ７０．１６ �鳥 栖 市 －３．９％ �小 城 市 ０．７４５ �鳥 栖 市 －２．３％

�多 久 市 ６３．６１ �唐 津 市 －４．２％ �多 久 市 ０．６７５ �唐 津 市 －２．７％

	神 埼 市 ６２．０６ 	佐 賀 市 －９．０％ 	神 埼 市 ０．６５９ 	佐 賀 市 －７．５％


嬉 野 市 ５９．６２ 
神 埼 市 －１５．８％ 
嬉 野 市 ０．６３３ 
神 埼 市 －１４．４％

郡 部 計 ８６．３１ 郡 部 計 １８．３％ 郡 部 計 ０．９１６ 郡 部 計 ２０．２％

（出所）表２－４と同じ。
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� 吸引度指数と売場効率の現在値にもとづく都市類型化（表２－１５）

（２００７年の現状分析）
吸引度指数 売場効率指標 都市タイプ

１０都市平均（１．０１８）以上の都市 ��（６９．２８万円／�）以上 �� �．効率型広域都市
��（６９．２８万円／�）以下 �� �．非効率型広域都市

１０都市平均（１．０１８）以下の都市 ��（６９．２８万円／�）以上 �� �．効率型狭域都市
��（６９．２８万円／�）以下 �� �．非効率型狭域都市

２００７年現在値において、吸引度指数が佐賀県下１０都市小売業平均

（１．０１８）を上回っている都市は、鳥栖市、鹿島市、武雄市、佐賀市の４都

市である。これら４都市のなかで売場効率が１０都市平均を上回っている鹿

島市と佐賀市の２都市は「効率型広域都市」に分類され、１０都市平均を下

回っている鳥栖市と武雄市の２都市は「非効率型広域都市」に分類される。

また、吸引度指数が佐賀県下１０都市小売業平均（１．０１８）を下回ってい

る都市は、唐津市、伊万里市、小城市、多久市、神埼市、嬉野市の６都市

である。このこれら６都市のなかで売場効率が１０都市平均を上回っている

唐津市、伊万里市、小城市、神埼市、嬉野市の５都市は「効率型狭域都市」

に分類され、１０都市平均を下回っている多久市は「非効率型狭域都市」に

分類される。

表２－１４ 佐賀県下１０都市小売業の吸引度指数・販売効率

吸引度指数
（単位：倍）

売場効率
（単位：万円、倍）

人的効率
（単位：万円、倍）

２００４年 ２００７年 ０７／０４（倍）２００４年 ２００７年 ０７／０４ ２００４年 ２００７年 ０７／０４

佐 賀 市 １．２１３ １．１２２ ０．９２５ ７９．９９ ６９．８５ ０．８７３ １，５８５ １，５７３ ０．９９２

唐 津 市 ０．９９９ ０．９７２ ０．９７３ ７１．７１ ７３．５７ １．０２６ １，５３８ １，５０７ ０．９８０

鳥 栖 市 １．３３９ １．３０８ ０．９７７ ７０．４２ ６３．８８ ０．９０７ １，６９４ １，６８８ ０．９９６

多 久 市 ０．６７５ ０．６７５ １．０００ ６３．９２ ６３．８８ ０．９９９ １，４０５ １，３０２ ０．９２７

伊万里市 ０．９３１ ０．９５２ １．０２３ ６９．０９ ７２．５２ １．０５０ １，４３６ １，５４７ １．０７７

武 雄 市 １．０７０ １．１３２ １．０５８ ７４．３９ ６４．５２ ０．８６７ １，６０２ １，７４７ １．０９１

鹿 島 市 １．１３９ １．１７０ １．０２７ ６５．３９ ６９．５２ １．０６３ １，６２３ １，５４９ ０．９５４

小 城 市 ０．７２６ ０．７４５ １．０２６ ６８．６２ ６９．４１ １．０１２ １，３８８ １，４２４ １．０２６

嬉 野 市 ０．６３１ ０．６３３ １．００３ ６９．２７ ６９．６５ １．００５ １，１７１ １，１５２ ０．９８４

神 埼 市 ０．７７０ ０．６５９ ０．８５６ ８３．５６ ７０．２２ ０．８４０ １，５７８ １，３０９ ０．８３０

１０都市平均 １．０５０ １．０１８ ０．９７０ ７４．０９ ６９．２８ ０．９３５ １，５５０ １，５４４ ０．９９６

（出所）表２－４と同じ。
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表２－１５ 吸引度指数と売場効率の現在値にもとづく都市類型化（２００７年）

吸引度指数 売場効率 都市タイプ

１０都市平均
（１．０１８）以上
鳥栖市＝１．３０８
鹿島市＝１．１７０
武雄市＝１．１３２
佐賀市＝１．１２２

１０都市平均
（６９．２８万円）以上
佐賀市＝６９．８５万円
鹿島市＝６９．５２万円

�．効率型広域都市
佐 賀 市
鹿 島 市

１０都市平均
（６９．２８万円）以下
武雄市＝６４．５２万円
鳥栖市＝６３．８８万円

�．非効率広域都市
武 雄 市
鳥 栖 市

１０都市平均
（１．０１８）以下
唐津市＝０．９７２
伊万里市＝０．９５２
小城市＝０．７４５
多久市＝０．６７５
神埼市＝０．６５９
嬉野市＝０．６３３

１０都市平均
（６９．２８万円）以上
唐津市＝７３．５７万円
伊万里市＝７２．５２万円
神埼市＝７０．２２万円
嬉野市＝６９．６５万円
小城市＝６９．４１万円

�．効率型狭域都市
唐 津 市
伊 万 里 市
神 埼 市
嬉 野 市
小 城 市

１０都市平均
（６９．２８万円）以下
多久市＝６３．８８万円

�．非効率型狭域都市
多 久 市

（注）現在値は佐賀県下１０都市の単純平均値。
（出所）阿部真也「分析視角」九州流通白書編集委員会編『都市小売業の環境・構造・活動

成果』九州流通政策研究会、１９８２年、６ページをもとに作成。

� 吸引度指数と売場効率の変動値にもとづく都市類型化（表２－１６）

（２００４年と２００７年の比較変動分析）
吸引度指数 売場効率指標 都市タイプ

指標が増加したもの �� 指標が増加したもの �� �．効率型成長都市
�� 指標が減少したもの �� �．非効率型成長都市

指標が減少したもの �� 指標が増加したもの �� �．効率型停滞都市
�� 指標が減少したもの �� �．非効率型停滞都市

２００４年から２００７年までの変動値において、吸引度指数が上昇した都市は

武雄市、鹿島市、小城市、伊万里市、嬉野市、多久市の６都市である。こ

れら６都市のなかで売場効率が上昇している鹿島市、小城市、伊万里市、

嬉野市の４都市は「効率型成長都市」に分類され、売場効率が低下してい

る武雄市、多久市の２都市は「非効率型成長都市」に分類される。

また、２００４年から２００７年までの変動値において、吸引度指数が低下した
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表２－１６ 吸引度指数と売場効率の変動値にもとづく都市類型化（２００４年～２００７年）

吸引度指数 売場効率 都市タイプ

上 昇
武雄市＝１．０５８
鹿島市＝１．０２７
小城市＝１．０２６
伊万里市＝１．０２３
嬉野市＝１．００３
多久市＝１．０００

上 昇
鹿島市＝１．０６３
伊万里市＝１．０５０
小城市＝１．０１２
嬉野市＝１．００５

�．効率型成長都市
鹿 島 市
伊 万 里 市
小 城 市
嬉 野 市

低 下
多久市＝０．９９９
武雄市＝０．８６７

�．非効率型成長都市
多 久 市
武 雄 市

低 下
鳥栖市＝０．９７７
唐津市＝０．９７３
佐賀市＝０．９２５
神埼市＝０．８５６

上 昇
唐津市＝１．０２６

�．効率型停滞都市
唐 津 市

低 下
鳥栖市＝０．９０７
佐賀市＝０．８７３
神埼市＝０．８４０

�．非効率型停滞都市
鳥 栖 市
佐 賀 市
神 埼 市

（出所）表２－１５と同じ。

都市は鳥栖市、唐津市、佐賀市、神埼市の４都市である。これら４都市の

なかで売場効率が上昇している唐津市は「効率型停滞都市」に分類され、

売場効率が低下している鳥栖市、佐賀市、神埼市の３都市は「非効率型停

滞都市」に分類される。

� 吸引度指数と人的効率の現在値にもとづく都市類型化（表２－１７）

（２００７年の現状分析）
吸引度指数 人的効率指標 都市タイプ

１０都市平均（１．０１８）以上の都市 ��（１，５４４万円／人）以上 �� �．効率型広域都市
��（１，５４４万円／人）以下 �� �．非効率型広域都市

１０都市平均（１．０１８）以下の都市 ��（１，５４４万円／人）以上 �� �．効率型狭域都市
��（１，５４４万円／人）以下 �� �．非効率型狭域都市

２００７年現在値において、吸引度指数が佐賀県下１０都市小売業平均

（１．０１８）を上回っている都市は、鳥栖市、鹿島市、武雄市、佐賀市の４

都市である。これら４都市はすべて人的効率の１０都市平均を上回っている

ので佐賀市、鳥栖市、武雄市、鹿島市の４都市はすべて「効率型広域都市」

に分類される。なお、「非効率型広域都市」に分類される都市はない。

また、吸引度指数が佐賀県下１０都市小売業平均（１．０１８）を下回ってい
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表２－１７ 吸引度指数と人的効率の現在値にもとづく都市類型化（２００７年）

吸引度指数 人的効率 都市タイプ

１０都市平均
（１．０１８）以上
鳥栖市＝１．３０８
鹿島市＝１．１７０
武雄市＝１．１３２
佐賀市＝１．１２２

１０都市平均
（１，５４４万円）以上
武雄市＝１，７４７万円
鳥栖市＝１，６８８万円
佐賀市＝１，５７３万円
鹿島市＝１，５４９万円

�．効率型広域都市
武 雄 市
鳥 栖 市
佐 賀 市
鹿 島 市

１０都市平均
（１，５４４万円）以下

�．非効率型広域都市

１０都市平均
（１．０１８）以下
唐津市＝０．９７２
伊万里市＝０．９５２
小城市＝０．７４５
多久市＝０．６７５
神埼市＝０．６５９
嬉野市＝０．６３３

１０都市平均
（１，５４４万円）以上
伊万里市＝１，５４７万円

�．効率型狭域都市
伊 万 里 市

１０都市平均
（１，５４４万円）以下
唐津市＝１，５０７万円
小城市＝１，４２４万円
神埼市＝１，３０９万円
多久市＝１，３０２万円
嬉野市＝１，１５２万円

�．非効率型狭域都市
唐 津 市
小 城 市
神 埼 市
多 久 市
嬉 野 市

（出所）表２－１５と同じ。

る都市は、唐津市、伊万里市、小城市、多久市、神埼市、嬉野市の６都市

である。このこれら６都市のなかで人的効率が１０都市平均を上回っている

伊万里市は「効率型狭域都市」に分類され、１０都市平均を下回っている唐

津市、小城市、多久市、神埼市、嬉野市の５都市は「非効率型狭域都市」

に分類される。

� 吸引度指数と人的効率の変動値にもとづく都市類型化（表２－１８）

（２００４年と２００７年の比較変動分析）
吸引度指数 人的効率指標 都市タイプ

指標が増加したもの �� 指標が増加したもの �� �．効率型成長都市
�� 指標が減少したもの �� �．非効率型成長都市

指標が減少したもの �� 指標が増加したもの �� �．効率型停滞都市
�� 指標が減少したもの �� �．非効率型停滞都市

２００４年から２００７年までの変動値において、吸引度指数が上昇した都市は

武雄市、鹿島市、小城市、伊万里市、嬉野市、多久市の６都市である。こ

れら６都市のなかで人的効率が上昇している武雄市、小城市、伊万里市の
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表２－１８ 吸引度指数と人的効率の変動値にもとづく都市類型化（２００４年～２００７年）

吸引度指数 人的効率 都市タイプ

上 昇
武雄市＝１．０５８
鹿島市＝１．０２７
小城市＝１．０２６
伊万里市＝１．０２３
嬉野市＝１．００３
多久市＝１．０００

上 昇
武雄市＝１．０９１
伊万里市＝１．０７７
小城市＝１．０２６

�．効率型成長都市
武 雄 市
伊 万 里 市
小 城 市

低 下
嬉野市＝０．９８４
鹿島市＝０．９５４
多久市＝０．９２７

�．非効率型成長都市
嬉 野 市
鹿 島 市
多 久 市

低 下
鳥栖市＝０．９７７
唐津市＝０．９７３
佐賀市＝０．９２５
神埼市＝０．８５６

上昇 �．効率型停滞都市

低 下
鳥栖市＝０．９９６
佐賀市＝０．９９２
唐津市＝０．９８０
神埼市＝０．８３０

�．非効率型停滞都市
鳥 栖 市
佐 賀 市
唐 津 市
神 埼 市

（出所）表２－１５と同じ。

３都市は「効率型成長都市」に分類され、人的効率が低下している鹿島市、

嬉野市、多久市の３都市は「非効率型成長都市」に分類される。

また、２００４年から２００７年までの変動値において、吸引度指数が低下した

都市は鳥栖市、唐津市、佐賀市、神埼市の４都市である。これら４都市は

すべて人的効率が低下しているので「非効率型停滞都市」に分類される。

なお、「効率型停滞都市」に分類される都市はない。

８．分析結果のまとめ

� 佐賀県１０都市の小売業全体の現状と動向

佐賀県の都市小売業の現在値と変動値は、都市の規模と性質によって異

なっているが、ここではまず、佐賀県における１０都市小売業全体の動向に

ついて分析する。

最初に、各指標の推移についてみると、�商店数については、鳥栖市、

小城市の２都市で増加傾向、他８都市で減少傾向にある。�従業者数につ

いては、鳥栖市、鹿島市、多久市、神埼市の４都市で増加傾向、他６都市
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で減少傾向にある。�年間販売額については、武雄市、小城市の２都市で

増加傾向、他８都市で減少傾向にある。�売場面積については、佐賀市、

鳥栖市、武雄市、神埼市の４都市で増加傾向、他６都市で減少傾向にある。

次に、集積構造の推移についてみると、�店舗密度については、鳥栖市、

小城市の２都市で増加傾向、他８都市で減少傾向にある。�平均店舗規模

については、佐賀市、唐津市、鳥栖市、多久市、武雄市、鹿島市、嬉野市、

神埼市の８都市で増加傾向、他２都市で減少傾向にある。�施設密度につ

いては、佐賀市、鳥栖市、武雄市、神埼市の４都市で増加傾向、他６都市

で減少傾向にある。�人的サービス率については、唐津市、鹿島市、多久

市、嬉野市、神埼市の５都市で増加傾向、他５都市で減少傾向にある。以

上のことから、平均店舗規模は８都市で増加傾向にあるが、店舗密度、施

設密度、人的サービス率については減少傾向にあることが分かる。

最後に、販売効率についてみると、�売場効率については、唐津市、鹿

島市、伊万里市、小城市、嬉野市の５都市で増加、他５都市で減少してい

る。�人的効率については、伊万里市、武雄市、小城市の３都市で増加、

他７都市で減少している。

� 佐賀県下の各都市小売業の現状と動向

次に、吸引度指数を中心とした基礎指標、商店数・従業者数・年間販売

額・売場面積・行政人口・商業人口（以下、基本指標とする）に依拠して、

佐賀県下１０都市小売業の現状と動向を総括する。

�佐賀市…佐賀市は、すべての基本指標で最高値を示し、対県シェアもす

べて２５％を超えており、県内最大の都市といえる。しかし、基本指標の推

移をみると、商店数（１４．５％減）、従業者数（８．２％減）、年間販売額（８．９％

減）、売場面積（４．３％増）、行政人口（０．１％増）、商業人口（７．４％減）と

なっており、４指標で減少傾向を示していることが分かる。また、販売効

率をみると、売場効率（１２．７％減）、人的効率（０．８％減）ともに減少傾向

にある。吸引度指数（１．１２２、７．５％減）は１を超えているものの減少傾向

にある。
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�唐津市…唐津市の基本指標の対県シェアをみると、商店数（１５．９９％）、

従業者数（１４．９７％）、年間販売額（１４．９３％）、売場面積（１３．６８％）とい

ずれも１０％を超えており、唐津市は県内第２の都市といえる。しかし推移

をみると、商店数９．３％減、従業者数３．９％減、年間販売額５．８％減、売場

面積８．２％減、行政人口１．７％減、商業人口４．３％減となっており、すべて

の指標で減少傾向にある。また、販売効率をみると、売場効率（２．６％増）

は増加傾向、人的効率（２．０％減）は減少傾向にある。吸引度指数につい

ては０．９７２を示し１を下回っており、その推移は２．７％の減少を示している。

�鳥栖市…対県シェアをみると商店数（７．４９％）、従業者数（８．７５％）、年

間販売額（９．７８％）、売場面積（１０．３１％）といずれも７％以上を示してお

り、また行政人口、商業人口の規模がそれぞれ県内３位となるなど、鳥栖

市は県内第３の都市といえる。鳥栖市の基本指標の推移をみると、年間販

売額０．１％の微減を除き、商店数（４．７％増）、従業者数（０．２％増）、売場

面積（１０．１％増）、行政人口（３．９％増）、商業人口（１．５％増）となってお

り、年間販売額を除くすべての指標で増加傾向にある。販売効率をみると、

売場効率（９．３％減）、人的効率（０．４％減）といずれも減少傾向にある。

吸引度指数は県下１０都市のなかで最大の値（１．３０８）を示しているが、推

移は２．３％の減少を示している。

�多久市…多久市は、基本指標のすべてにおいて県下最小の都市となって

いる。多久市の基本指標の推移をみると、商店数（５．４％減）、従業者数（１．９％

増）、年間販売額（５．５％減）、売場面積（５．５％減）、行政人口（４．０％減）、

商業人口（４．０％減）となっており、従業者数は増加を示しているが、他

の指標はすべて減少傾向を示している。販売効率をみると、売場効率（０．１％

減）、人的効率（７．３％減）といずれも減少傾向にある。吸引度指数につい

ては、横ばいとなっている。

�伊万里市…伊万里市の基本指標の推移をみると、商店数（５％減）、従

業者数（７．８％減）、年間販売額（０．７％減）、売場面積（５．４％減）、行政人

口（１．３％減）、商業人口（１．０％増）となっており、商業人口を除くすべ
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ての基本指標で減少傾向を示している。販売効率をみると、売場効率（５．０％

増）、人的効率（７．７％増）ともに増加傾向にある。吸引度指数については、

１を下回っているが増加傾向にある。

�武雄市…武雄市の基本指標の推移をみると、商店数（１２．４％減）、従業

者数（６．３％減）、行政人口（１．８％減）の３指標は減少を示しているが、

年間販売額（２．２％増）、売場面積（１７．８％増）、商業人口（３．９％増）の３

指標はいずれも県下１０都市のなかで最高の増加率を示している。また、販

売効率をみると、売場効率（１３．３％減）は減少傾向を示し、人的効率（９．１％

増）は増加傾向を示している。吸引度指数は１．１３２を示し、鳥栖市（１．３０８）、

鹿島市（１．１７０）に次いで３番目に高い数値を示している。

�鹿島市…鹿島市の基本指標の推移をみると、商店数（８．１％減）、従業者

数（２．８％増）、年間販売額（１．９％減）、売場面積（７．７％減）、行政人口（２．９％

減）、商業人口（０．３％減）となっており、従業者数は県下１０都市のなかで

最も高い増加率を示しているが、それを除くとすべての指標が減少を示し

ている。販売効率をみると、売場効率は６．３％の増加、人的効率は４．６％の

減少をそれぞれ示している。また、吸引度指数については１．１７０を示して

おり、鳥栖市（１．３０８）に次いで県下１０都市のなかで２番目に高い数値を

示している。

�小城市…小城市の基本指標の推移をみると、商店数（４．３％増）、年間販

売額（０．８％増）、商業人口（２．５％増）の３指標において増加傾向にあり、

従業者数（１．７％減）、売場面積（０．４％減）、行政人口（０．２％減）の３指

標において減少傾向にあることが分かる。販売効率をみると、売場効率

（１．２％増）、人的効率（２．６％増）ともに増加傾向にある。また、吸引度

指数は０．７４５となっており１以下の数値であるが、推移では２．６％の増加傾

向を示している。

�嬉野市…嬉野市の基本指標の推移をみると、商店数（７．２％減）、従業者

数（２．０％減）、年間販売額（３．６％減）、売場面積（４．２％減）、行政人口（２．４％

減）、商業人口（２．１％減）とすべての指標で減少傾向にある。販売効率を
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みると、売場効率（０．５％増）は増加傾向にあり、人的効率（１．６％減）は

減少傾向にある。吸引度指数は０６３３となっており１を下回っているが、推

移は０．３％の増加を示している。

�神埼市…神埼市の基本指標の推移をみると、従業者数（２．０％増）、売場

面積（０．７％増）、行政人口（０．５％増）の３指標で増加傾向にあり、商店

数（４．８％減）、年間販売額（１５．４％減）、商業人口（１４．０％減）の３指標

で減少傾向にある。また、販売効率をみると、売場効率（１６．０％減）、人

的効率（１７．０％減）ともに減少傾向にある。吸引度指数をみると、０．６５９

を示し１を下回っており、推移も１４．４％の減少を示している。
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